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１．他大学や他学部等にない独自性（強み）  

 

◆ 1.1 地域に密着した震災復興実績と被災地支援 

神戸大学工学部・工学研究科(以下、工学部)は、その立脚している地域が平成 7(1995)年 1 月 17 日の

未曾有の阪神・淡路大震災により、死者 6,434 名（平成 26(2014)年 1 月）、負傷者 4万名強、家屋の倒

壊 247,165 棟の災禍に見舞われ、それから 20 余年をかけて、この地にある工学部として、地域産業の復

興はもとより、地域住民の生活やコミュニティ保全等、地域に密着した活動を行ってきた。この点は、

日本の大学の歴史に全く例を見ないとともに、他大学に全く無い唯一無二の点である。 事実、平成 23(2

011)年の東日本大震災に見舞われた被災者の救済と被災地の復興に際し、工学部は、全学を挙げての「東

日本大震災からの復興に向けた神戸大学からの提言 (第一次)」に中心部局として過去の活動の経験を生

かして積極的に協力し、東日本大震災復興構想会議の五百旗頭真・議長に提出するに至っている。また、

同年 8月 3日、神戸国際会議場で開催された公開シンポジウム「東日本大震災からの復興に向けて―神

戸にできること」にて今後の復興に向けての施策のあり方をいち早く全国に向けて発信している。現在

もあらゆる教育研究活動に地域に密着した震災復興の意識をその根底に持っている。 

(根拠資料:内閣府防災情報資料・神戸大学震災文庫・神戸大学ホームページ・工学部ホームページ・

東日本大震災復興構想会議資料) 

 

 

◆ 1.2 独自の研究拠点 

＜バイオリファイナリー研究拠点＞ 

文部科学省の「先端融合領域イノベーション創出拠点形成」プログラムとして「バイオプロダク

ション次世代農工連携拠点」が認可（総経費 4,470,000 千円、平成 20(2008)-30(2018)年度）され、

神戸大学統合研究拠点にて、拠点長を近藤昭彦科学技術イノベーション研究科長、副拠点長を吉田

健一科学技術イノベーション研究科教授として、現在プログラムが進行している。 

関西圏の地域産業 14 社（旭化成ケミカルズ株式会社、江崎グリコ株式会社、株式会社カネカ、月

桂冠株式会社、コスモ石油株式会社、株式会社ダイセル、帝人株式会社、長瀬産業株式会社、日東

電工株式会社、日本製紙株式会社、株式会社日本触媒、Bio-energy 株式会社、フジッコ株式会社、

三井化学株式会社）との間で共同研究を行い、革新的な一貫バイオプロセスを確立し、バイオエタ

ノール等の燃料やバイオプラスチック、バイオファインケミカルなど重要なバイオベース製品群を

実用化するという、地域産業振興への貢献、地域のイノベーション創出のため若手人材の育成等、

地域に根ざした産官学間連携が行われている。 

(根拠資料:採択通知) 

 

＜ 膜工学研究拠点＞ 

神戸大学は平成 19(2007)年、革新的膜関連技術の研究開発を推進するため、「先端膜工学センタ

ー」を設置した。我が国初および唯一の統合的膜工学研究拠点として、過去 5年間で学術論文 265



神戸大学工学部・大学院工学研究科 

2 

 

報、企業との共同研究 174 件、奨学寄附金 101 件、外部資金約 10 億 4 千万円を獲得している。平成

24(2012)年には文部科学省、経済産業省及び農林水産省が募集した地域イノベーション戦略支援プ

ログラム（総予算 7億円）に採択され、地域に存在する大型放射光施設 SPring-8 や京コンピュータ

等の世界オンリーワンの科学インフラを活用する革新的分離膜の開発と、水ビジネス分野における

産業化を推進するグリーンイノベーションの創出を目指している。平成 27(2015)年には次世代省エ

ネ水処理膜技術として注目される正浸透膜法の開発で科学研究費基盤研究 Aに採択された。また戦

略的創造研究推進事業先端的低炭素化技術開発（ALCA）（総予算約 1.5 億円、平成 24～26 年度）、

エネルギー・環境新技術先導プログラム（NEDO）（2件、総予算約 2億 3千万円、平成 26～29 年度）

にも採択され、革新的省・創エネルギー化学プロセスの実現に向けた万能型 CO2選択透過膜の創製や

正浸透膜法による海水淡水化の実現を目指している。また国内外の大学研究機関との連携も進めて

おり、国内では大阪大学、関西大学、広島大学、山口大学など、海外では香港科技大学（中国）、

浙江大学（中国）、清華大学（中国）、中原大学（台湾）、漢陽大学（韓国）、ヴィクトリア大学

（オーストラリア）、バンドン工科大学（インドネシア）、マレーシア工科大学（マレーシア）、

シンガポール国立大学（シンガポール）など 13 大学 2機関と膜工学センターが独自に学術協定を締

結し、研究教育両面での協力関係を形成している。地域産業界のみならず、国内外の大学・研究機

関とも緊密な連携関係にあり、世界的に卓越した研究拠点を形成するに至っている。平成 27(2015)

年 4 月には新研究棟「先端膜工学研究拠点」が竣工し、研究環境がさらに充実した。 

 (根拠資料:各採択通知) 

 

＜ 界面科学研究センター＞  

「界面」をキーワードに、専攻や分野縦割り的な従来の枠組みを新たな座標軸からの視点で見直

し、教育・研究分野の横断的な研究ユニットを形成する「界面科学研究センター」を設立し、兵庫

県ナノテクセンター、兵庫県工業技術センターと共同で教育研究活動を行っている。工学的観点を

主としたこのような拠点の形成は国内初であり、放射光施設(SPring-8)や京コンピュータの結集す

る神戸の地において界面機能の創出をものづくりに繋げる産官学間連携を推進している。平成 28(2

016)年度までの過去 7年間だけで 323 報の国際的なトップジャーナルに学術論文が掲載され、なか

には引用回数 600 件を超えて材料表面の疎水化の世界水準となっている学術論文(西野ら、Langmuir

(1999))もあるほか、界面の関連する研究で繊維学会賞(2007)、セルロース学会賞(2007)、日本接着

学会賞(2011)、化学工学会研究賞實吉雅郎記念賞(2011)、日本材料学会学術貢献賞(2014)、高分子

学会賞(2015)、クロマトグラフィー科学会 学会賞(2015)、有機合成化学協会奨励賞（2016）など

を含めその他にも多くの賞を受賞している。さらに構成教員は、基盤研究 A・B・C、挑戦的萌芽研究、

特定領域研究、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）、戦略的創造研究推進事業（CREST）、

イノベーション実用化助成事業（NEDO）、研究成果最適展開支援事業（A-STEP）（科学技術振興機

構）、研究成果展開事業（先端計測分析技術・機器開発プログラム）、大学発ベンチャー創出推進、

知的クラスター創成事業（文部科学省）、国際共同研究加速基金に加え、共同研究、受託研究、奨

学寄附金として競争的資金を過去 7年間だけで計 125,209 万円得るなど、センター理念を体現して

民間との活発な産学研究を繰り広げている。 

 (根拠資料:各採択通知・各学会報告) 
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＜ 複雑熱流体工学研究センター＞ 

多相系流体や粘弾性を有する「複雑」な流体，乱流や混相流などの「複雑」な流れ，化学反応や

相変化を伴う「複雑」な熱現象，環境や人感に関連する「複雑」な熱流体制御などの複雑熱流体現

象は，非常に多くの工業分野で応用されているにもかかわらず，その工学的知見が希薄である．当

センターは，これまで個々に行ってきた複雑熱流体現象に関して研究成果を統合し，基盤教育・先

端研究を推進するため，工学研究科横断的な研究ユニットを形成して基盤工学研究を螺合的に推進

することによって，次世代の研究シーズの創出および本分野の機能強化を目指して平成 28 年度に設

置された．「複雑な熱流体」を主軸にした研究ユニットは他大学には存在しないユニークな拠点で

ある．本センターは他研究科・他大学の学外協力教員および産業界からの参加により，より研究レ

ベルの強化，融合的研究の開発を行うため，年２回程度のシンポジアを開催している．また平成 29

年 5 月には，海外から講演者を 2名招き，沖縄科学技術大学の学外協力教員と，国際シンポジアを

開催した．またマルチメジャー「複雑熱流体工学」を平成 29 年度から開講し，専攻横断型の教育を

実施するとともに，学生ポスター発表会を開催して活発な教育交流を行っている．本センターに参

加する本研究科教員は，設置する以前の平成25年度?平成27年度までの３年間で272編の原著論文，

外部資金 558,434 千円，受賞数 16 件と卓抜した研究成果を残しているが，平成 28 年度には，113 編

の原著論文，外部資金 172,390 千円，受賞数 14 件と，論文数および受賞数については設立前の年平

均を大きく上回っている．論文数については設立時に一人あたり４報の目標を掲げたが，平成 28 年

は 4.9 報／人を達成した．また外部資金おいても，センター教員は，新学術領域研究，基盤研究 B・

C，挑戦的萌芽研究，若手研究 A・Bといった科学研究費補助金に加え，戦略的イノベーション創造

プログラム（SIP），戦略的創造研究推進事業（CREST），革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発(NE

DO)，未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発（NEDO）など受託資金を獲得するなど，各年度

平均約 180,000 千円もの資金を確保しており，活発な研究活動を繰り広げている．また関連分野で

国際会議・国内会議を主催するなど，グローバルリーダーシップを発揮している． 

 

＜ 先端スマート物質・材料研究センター＞ 

超スマート社会では、必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、

社会の様々なニーズにきめ細かく対応できることが求められる。これを実現するには、サービスプ

ラットフォームに供することができる新たな価値を創出する基盤技術の強化が不可欠である。当セ

ンターにおいては、これまでにないスマートな物質による分子レベルのセンシングからデバイスレ

ベルのセンサー技術の研究開発プラットフォームを構築するため、医学・農学・数理情報などとの

異分野融合型研究とグローバルな共同研究を通じてオープンサイエンスの実現を目指している。特

に、医療応用、エネルギー利用、極限環境で使用される複合物質・材料に関する基礎研究を強力に

推進して、新たな価値の創出を強力に進めている。これまでに、インパクトファクターが 10 を超

えるジャーナルに 8 件掲載され、非引用数 100 を超える論文を 53 件発表してきている。また、分

野における引用度 Top1%の論文が 28 件、Top10%は 277 件に上る非常に注目度の高い研究成果を極

めて多数上げている。これらの卓越した業績が評価され、センター教員は応物理学会フェロー表彰

（2015）、高分子学会賞（2014）、情報処理学会賞（2011）、日本セラミックス協会賞学術賞（2
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016）、丸文研究奨励賞（2017）など多数受賞している。また、オープンサイエンスの土台となる

国際交流も精力的に行っており、日本学術振興会 JSPS の 2 国間交流事業、BRIDE プログラム、国

際経研究加速基金、新エネルギー産業技術総合開発機構 NEDO の日欧共同研究、科学技術振興機構

JST の国際科学技術共同研究推進事業などを通じて国際共同研究を加速して実施している。外部資

金では、基盤研究 A・B・C、若手研究 A・B、挑戦的萌芽研究、特定領域研究、戦略的イノベーショ

ン創造プログラム（内閣府）、戦略的創造研究推進事業 CREST（科学技術振興機構）、産業技術研

究助成事業（新エネルギー産業技術総合開発機構 NEDO）、イノベーション実用化開発事業（新エ

ネルギー産業技術総合開発機構 NEDO）、研究成果最適展開支援事業（A-STEP）（科学技術振興機

構 JST）に加え、共同研究、受託研究、奨学寄附金として得ている。以上のような活発な活動と世

界最高水準の技術を通じて、これまでにない新しい機能を有する物質・材料を創出し、社会実装に

向けた取り組みを継続している。 

 

＜ レジリエント構造研究センター＞ 

都市を構成する個々の構造物の課題だけではなく、各種の構造の技術が適材適所に役割を果たす

ことで、都市インフラ全体としてのレジリエンスを向上させることが可能となる。そのために、多

様なハザードに対して求められるレジリエント構造の提案を、センターベースで組織的に実施する

ことを目的としている。 

巨大地震、巨大台風、津波などに対しては、被害低減にとどまらず回復力（レジリエンス）を高

めるべきであり、構造工学の各分野はそれを目指して精力的に研究を行っている。ここでは、それ

らの研究を総合して都市レベルでレジリエンスを向上させる研究を推進している。工学研究科では、

平成 26 年度から平成 27 年度に、近年懸念されている大振幅地震動に対応でき、リアルタイムハイ

ブリッド実験が可能な振動台と、大ストローク・高出力の高速アクチュエータを導入し、研究のポ

テンシャルが向上している。これらの設備を最大限に活用してレジリエント構造の研究を国内外の

機関とも相互補完して実施していく。また学内の「未来世紀都市学プロジェクト」と連携し、成果

の社会実装に貢献する。 

そのために学内の他部局・学外教員、そして国内外の機関からも協力教員として参画を得ている。

例えば、すでに防災科学技術研究所兵庫耐震工学研究センターとは連携協定に基づき活動を進めて

おり、平成 21 年度に西南交通大学、平成 27 年度にはカリフォルニア大学サンディエゴ校ならびに

南カリフォルニア大学と研究協力のための MOU が締結され、共同研究の実施・計画が進んでいる。

このことをきっかけに、国際的に研究資源の有効活用を図るため研究成果を共有し、さらに関連機

関と共同しレジリエント構造研究の国際的なリーダーシップを保持することを目指している。 

 

＜医療デバイス創製医工学研究センター＞ 

国産医療用デバイスの創製に向け、工学研究科の研究シーズを「使われる医療デバイス」の創製

へ結実させることを目的として、2016 年 10 月に設置された。本研究センターでは、医療用デバイス

の創製に向けた工学基礎研究および臨床適用に堪えるデバイスを具現化するための応用研究を推進

し、新しい学問・研究領域を先導する。参画メンバーは、機械工学専攻、応用化学専攻の教員を中

心としたセンター教員 15 名で構成されている。また、学内協力教員として医学研究科から腎泌尿器
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科学、肝胆膵外科学、心臓血管外科学、食道胃腸外科学、呼吸器外科学、整形外科学、放射線腫瘍

科学の各教授が参画しており、本学医学研究者との間で有機的な連携を図りながら研究を推進して

いる。当センターの研究ポテンシャルを示す指標の一つとして競争的外部資金の採択率が挙げられ

る。たとえば、発足時(2016 年 10 月)からの科研費であれば、基盤研究Ａ：1件、基盤研究Ｂ：5件、

基盤研究Ｃ：6件、若手研究Ｂ：1件、挑戦的萌芽研究：3件、のべ 16 件の獲得実績があり、センタ

ー教員のほぼ全員が研究費を獲得している。また、その他競争的研究資金の例として、2016 年度の

近畿経産局 戦略的基盤技術高度化支援事業（縫合用ステープル）、NEDO 研究開発型ベンチャー支援

STS 事業（手術用クリップ）に、2017 年度の兵庫県最先端技術研究事業（COE プログラム）に関連研

究テーマ：2件（人工心臓、放射線治療マーカー）が採択されている。一方、最も出口に近い研究テ

ーマでは、科学技術イノベーション研究科の協力により人工血栓試験キットを製品化している。 

 (根拠資料:各採択通知) 

 

 

◆ 1.3 震災復興と地域インフラに結びつく各専攻の教育・研究 

上記の 1.1 、1.2 を基軸として各専攻では、地域と密着したキーワードを持ちつつ教育研究を行っ

ている。上に関連した各専攻の強みを簡単に記す。 

(根拠資料:1.4 節・2章・3章) 

 

＜各専攻の強み＞ 

■建築学専攻の「持続的住環境創成」と「防災・減災」に関する教育研究 

阪神・淡路大震災や東日本大震災といった昨今の大規模災害の多発は防災に対する備えが喫緊

の課題であることを強く意識させることとなり、大都市では一極集中による過密化と住環境の劣

化が引き起こされ、一方、地方では少子高齢化による住宅の棄却・放置が加速し、限界集落が指

摘されるまでになっている。 

これまで建築学専攻が重点的に培ってきた住環境、防災、まちづくりといった基礎的な教育研

究に基づき、さらにＣＯＥ(「安全と共生のための都市空間デザイン戦略」2003-2007)で研究して

きた「共生」という概念を念頭におきながら、地域文化と緊密に結びついて維持されてきた生活

様式、歴史的環境をも視野に含めた社会的共生、現在深刻化しつつある地球規模での環境問題（自

然共生）と実践的に向き合い、将来に向けた持続可能な住環境を具体的に創造していくことを目

指して持続的住環境創成(積水ハウス) 寄附講座を設置し教育研究を行ってきた。 

ハード面では、兵庫県の防災関連部局と防災科学技術研究所の大型振動台（E-ディフェンス）

を活用した防災・減災に関する県の施策のための実験研究を共同で行っている。また、巨大地震

等による動的外乱に対して安全・安心かつ次世代の高度な要求に応える構造物を創生するために、

平成25年度には振動台実験システムを新たに導入し、地震被害の低減に向けた研究を行っている。 

 

■市民工学専攻と都市安全研究センターの｢安全と共生｣教育・研究 

阪神淡路大震災を教訓とする阪神間地域の行政・市民・民間組織との共有概念であり、持続可

能社会を形成する上で不可避のパラダイムである。これまでハード施設の設計技術など｢大型もの
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づくり｣に供する技術体系であった土木工学を、減災・自然共生の主体・客体となる市民や社会へ

と拡張し、ソフト施策を加えた市民工学体系に展開するパラダイム転換の時代はすでに到来して

いる。現在，市民工学専攻と都市安全研究センターでは「市民」や「地域社会」をキーワードと

した広範で重層的な教育研究を進めており，「都市安全工学」については，平成 25 年 11 月に文

部科学省から公表された「大学改革プラン」の「ミッション再定義」に於いて「工学・関係分野

の研究論文の量又は質が世界的水準にある」と評価されている。  

 

■電気電子工学専攻のグローバル・エレクトロニクス教育研究 

京コンピュータや SPring-8 といった電気電子工学研究に不可欠な世界最先端研究設備に加え、

それを積極的に利用した、ユビキタスコンピューティング、ウェアラブルコンピューティング、

情報セキュリティ、材料の各研究に関して非常に著名な教員が在籍している。情報通信やコンピ

ュータに関する研究成果を、専門分野を越えて広く世間にアピールしつつ、「電子物理」と「電

子情報」の２大講座が有機的に結びついて産業の発展に不可欠な電子材料、デバイス、プロセス、

新エネルギー、集積回路設計、ウェアラブルコンピュータ、情報セキュリティ、アルゴリズム、

知的学習論に関する最先端の研究を実施している。 

 

■機械工学専攻のコンカレント・メカニカルエンジニアリング 

「熱流体」、「材料物理」および「設計生産」の３つの大講座および講座内の教育研究分野が

有機的に連携することによる、コンカレント・メカニカルエンジニアリングの構築により、様々

な最先端分野、境界領域分野において柔軟かつ機動的に研究を展開している。「兵庫・神戸」と

いう地域での特性の一例を挙げると、「生体内分解性を具有する金属製インプラントデバイスの

開発と評価」を上記の主要テーマのひとつとして提示することができる．これらが、専攻の強み

としてあげられるのは、後述のデータに裏打ちされる以下の点が根拠となっている。①平均採択

率をはるかに上回る科学研究費の採択、大型研究プロジェクトの獲得等、専攻をあげて外部資金

獲得に努力した成果が数値として現れている．②獲得した外部資金による研究成果は、国内外の

主要雑誌への論文発表、国内外の学術講演会における講演発表、特許出願等に反映されている。

③これらの研究成果が卓越したものであることは、多くの受賞実績より明らかである。④研究成

果は、新たな競争的外部資金のさらなる獲得へと結びついている。 

 

■応用化学専攻の 3 拠点における震災復興と自然環境保全の教育・研究 

神戸大学統合研究拠点でのバイオリファイナリー研究、先端膜工学センターにおける革新的分

離膜の開発と、水ビジネス分野における産業化、界面科学研究センターにおける材料表面の疎水

化や元素ブロック高分子などの界面機能の創出研究を中心にして地域産業振興の理念のもとに基

礎学力を重視した教育研究を展開している。 
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＜各専攻のミッション・強み・ビジョンの詳細＞ 

■建築学専攻 

・持続的住環境創成(積水ハウス) 寄附講座（平成 24(2012)年 4 月設置） 

産学連携を有効に活用しつつ教育・研究の豊富化、活発化を図ることを目的として、大阪市

に本社を置く企業との間の協定に基づき、寄附講座を設置している。  

本寄附講座は、積水ハウス単独の寄附講座としては全国の大学では初めての連携であり、こ

れまで建築学専攻が重点的に培ってきた住環境、防災、まちづくりといった基礎的な教育研究

に基づき、さらにＣＯＥ(「安全と共生のための都市空間デザイン戦略」2003-2007)で研究して

きた「共生」という概念を念頭におきながら、地域文化と緊密に結びついて維持されてきた生

活様式、歴史的環境をも視野に含めた社会的共生、現在深刻化しつつある地球規模での環境問

題（自然共生）と実践的に向き合い、将来に向けた持続可能な住環境を具体的に創造していく

ことを目指して設置された。大都市では一極集中化による過密化と住環境の劣化が引き起こさ

れ、他方、地域では少子高齢化による住宅の棄却・放置が加速し、限界集落が指摘されるまで

になっている。加えて阪神大震災や東日本大震災といった昨今の大規模災害の多発は防災に対

する備えが喫緊の課題であることを強く意識させることとなった。地球環境の保全や地域の再

生といったより広範な課題の解決も求められるが、住環境は最も重要で配慮すべき環境の一つ

である。住環境を維持するには、単体としての住宅では解決できない問題が山積しており、取

り組むべき課題としては、地区や住区、集落までを視野に入れて捉える必要がある。住宅には

持続可能な安全と安心が確保されるだけでなく、地域としてのコミュニティの保持と周辺の生

活環境の維持が求められている。その基幹をなす単位である住環境の再構築から着手する必要

がある。中長期的な観点に立った住宅の建設、維持、修理、更新といったサイクルが満たされ、

新旧の構成要素が調和のとれた形で維持されるための実践性をもった研究が必要とされている。

猶予のならないこうした要請を実現するために、これまでの基礎的な研究を活かし、実践的な

提案と課題の解決に取り組む人材育成を行うために本寄附講座を設置した。 

現在、自然や社会との共生を基本としながら、安全と安心が維持できる豊かな住環境の創成

を目指した実践的研究を行うため､既存の空間デザイン大講座などの教員と研究グループをつ

くり、共同して教育研究にあたっている。こうした寄附講座の設置形態は、従来の狭い領域を

扱う寄附講座の組織と異なり、神戸大学建築学専攻の組織全体の補完・強化にもつながってい

る。 

新たな寄附講座の特命教員としては、従来の全国の国公立、私学等の建築学科・建築学専攻

には欠けていたランドスケープを専門とする常勤の福岡孝則准教授を迎え、さらに建築家とし

て顕著な活動実績を有する非常勤の團紀彦客員教授、城戸崎和佐客員教授、大谷弘明客員教授

が加わったことで、従来以上に実践面での教育・研究が強化され、その活動の一端として震災

復興計画等への社会貢献も積極的に行われている。 

一方の寄附者である積水ハウス株式会社(本社大阪市)には､社会のニーズに応じた住宅開発

や住環境を直接的に形成してきた実績があり、豊かな技術力と人材を有している。研究として

問題点を抽出し、その理想的な姿を求めていく大学内の研究とを橋渡しする本寄附講座を用い

て、活動を活性化していく予定である。住宅地の防災面の検証や長期的な住宅像の追求といっ
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た面では、必要性は認めていても手の回らない領域も存在することから、研究開発面で協力し

ていくために本寄附講座を利用し、大学がもっている人材と積水ハウスのもっている技術力と

実践的な蓄積を基に、豊かな住環境の提案を具体化し、社会に直接的に還元しうる実践的な教

育研究の場として活用を図りつつある。 

 

・E-ディフェンスを用いた安全・安心のための研究の推進（平成 18(2006)年～） 

建築学専攻では，平成 18(2006)年度以来、兵庫県の防災関連部局と、独立行政法人防災科学

技術研究所の実大三次元震動破壊実験施設（以下、「Ｅ－ディフェンス」という。）を活用し

た防災・減災に関する県の施策のための実験研究を共同で行っている。 

平成 18(2006)～20(2008)年度には、超高層建物が南海トラフによる長周期地震動をうけた場

合の振動実験を行い、高層階の外壁の落下対策や、家具・什器の移動・転倒から身を守るため

の室内安全確保に関するデータを蓄積し、それを元に、兵庫県、建築士会、NPO との協働で、室

内安全対策の普及活動を行った。 

平成 21(2009)～22(2010)年度には、木造校舎の耐震改修に関する研究を実施し、木造校舎の

耐震診断・改修のための研究を行った。平成 20(2008)年 6 月に地震防災対策特別措置法が改正

され、公立小中学校等の建物の耐震診断が義務づけられた。しかしながら、学校校舎に見られ

るような大規模木造建築物については、耐震診断方法や補強技術が確立されていないのが現状

である。特に、地域のシンボルであり、当該地域の住民にとって歴史的、心情的背景を持つ木

造校舎に対しては、その保存を求める意見も多いことから、木質構造を維持しながら耐震改修

を行う方法の検討が求められている。この研究は，既存木造学校施設の耐震補強システムの開

発の研究を行うことで、全国の木造学校施設に対する「兵庫発の耐震補強システム」の発信、

篠山市立八上小学校等の耐震改修への適用、優良社会ストックの保存・長寿命化と住民への実

例提示を目的として実施された。一般木造住宅にも応用可能な耐震補強方法を開発することで、

兵庫県の減災目標である「平成２７年度までに住宅の耐震化９７％」の達成も目指すものであ

る。実験に使用した試験体は、兵庫県高砂市立宝殿中学校の木造２階建て校舎（昭和３８年築）

を分解し、Ｅ－ディフェンスへ運搬し、２棟の試験体を構築した。２棟のうち１棟に耐震補強

を施し（以下、補強試験体と呼ぶ）、補強しないもう１棟（現状試験体）と耐震性能を比較す

ることとした。実験結果より、提案した補強方法の効果が検証された。また，この補強方法を

実施する際に必要な技術資料も提示することにより、木造校舎の耐震補強に活用されている。 

平成 24(2012)～25(2013)年度では，既存建築鋼構造建物を対象として，巨大地震に対して重

大な構造損傷である梁端接合部の破断が生じる可能性のある建物を製作し，実大 3層鉄骨建物

の加振実験をＥ－ディフェンスで実施し，地震直後に建物の健全度を速やかに評価し，損傷部

位を同定するための技術を開発するとともに，被害状態から残存する構造性能を予測する手法

の確立を目指している。現在，実験の準備中であり，巨大地震に備えた研究を推進している。 

 

・振動台実験の実施 

平成 25 年度に導入した振動台実験システムを活用し、動的検証が必要な研究を行っている。

導入した振動台は、AC サーボモータと動電発振器を直列接続したハイブリッド型で、大変位振
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幅と高振動数の再現を実現している。テーブルサイズは 2m×3m、最大積載重量は 10 ton、加振

性能は 5 ton 積載時で、最大加速度は正弦波で１Ｇ（地震波で 2Ｇ。Ｇは重力の加速度）、最大

速度は正弦波で 1.0m/s（地震波で 1.5m/s）、最大変位は±275mm である。これは、西日本の大

学では京都大学のものに次ぐ性能である。 

     主に実施している研究は、免震構造のセミアクティブ制御である。これは免震構造に可変ダ

ンパーを設置して、地震応答の経過で時々刻々、コンピュータ制御で減衰性能を変化させ、免

震構造の特徴である揺れの穏やかさを確保しながら、巨大地震に対する耐震性能を向上させる

ものである。市民工学専攻では、この振動台を用いて、地震時の斜面の安定性に関する研究お

よび溜め池の崩壊を防止する工法の性能検証を実施している。溜め池に関する研究は、兵庫県

および防災科学技術研究所兵庫耐震工学研究センターとの共同研究で、平成 27 年度に計画され

ているＥ－ディフェンスを用いた実験の基礎的研究でもある。 

 

・リアルタイムハイブリッド実験の実施 

速度依存性のある構造部材の特性や、時々刻々制御を行うアクティブ系の構造制御の効果は、

リアルタイムで検証を行う必要がある。そこで開発対象となる構造部材あるいはセミアクティ

ブダンパーだけを高速加振器で実験し、その復元力あるいは制御力を計測しコンピュータに取

り込み、構造物全体の地震応答解析を行いその応答変位を試験器で試験体（構造部材、セミア

クティブダンパー等）に与える操作を実時間で繰り返して、構造特性・制御効果を検証する実

験方法をリアルタイムハイブリッド実験という。セミアクティブ制御の制御演算も同時に行い、

セミアクティブダンパーもリアルタイムでコントロールする。この方法によって、構造安全性

のみならず機能の維持や居住性の向上に関する研究を行っている。特にセミアクティブ制御の

リアルタイムハイブリッド実験を行っているのは、国内では本学だけである。 

さらに平成 26 年度には 国立大学改革基盤強化促進費事業費によって、振動台を用いてリア

ルタイムハイブリッド実験が実施できるシステムを構築した。このシステムを用いて、中間層

免震構造のセミアクティブ制御、ならびに免震構造における地盤連成を考慮した仮想実験等、

本学独自のリアルタイムハイブリッド実験の実施に着手している。さらに、本システムによっ

て従来は実施不可能であったアクティブマスダンパーによる制振構造の装置だけを用いたリア

ルタイムハイブリッド実験が可能となった。これも国内で他に例はない。 

 

 

■市民工学専攻 

地球規模の自然環境変化と社会構造の経年的脆弱化は、地震災害や水害・土砂災害のリスクを

高め、生活安全性を加速度的・相乗的に低下させている．東日本大震災や国内外で先鋭化する水

害・土砂災害など、人知を越える規模の自然災害は、施設に頼る防災に限界があることを私たち

の脳裏に教訓として刻みつけた。歴史に残る兵庫県南部地震の発生直後から、被災地大学の責務

として被災者を含む教員・学生が緊急調査を実施した。これに基づいて、強靱な社会を構築する

ためには、インフラ施設の耐荷性を向上させるとともに、災害情報管理や避難行動など科学に裏

付けられた減災戦略が不可欠であることを本学から社会へ発信した。近年の自然災害に学ぶまで
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もなく、インフラの計画規模を越える外力を想定した災害学理が必要であることは言うまでもな

い。これを背景として、土地造成研究施設の部門を包含するリスク解析・救急医療部門を備えた

全学施設｢都市安全研究センター｣を平成 8年に発足させた。さらに、持続可能で安全な国土形成

を目指した 21 世紀 COE プログラム｢安全と共生のための都市空間デザイン戦略｣により｢安全と共

生｣の知識体系が構築され、現在の市民工学専攻（平成 19(2007)年発足）と都市安全研究センター

の教育・研究プログラムとして、地域社会活動と協働しながら息づいている。｢市民工学｣は神戸

大学が唯一独自に整備を進める全国初の教育研究体系であり、平成 23(2011)年度土木学会の行動

計画に｢市民工学への回帰｣が謳われている。 

市民工学専攻と都市安全研究センターは、地震災害や風水害の原因究明から減災戦略に至るま

で、安全と共生の国土を目指す教育・研究拠点として、その成果を着実に地域社会へ還元してき

た。最新のレーダー雨量計と大気科学最前線を組み合わせた降水観測は、兵庫県に鋭く爪痕を残

した局地性豪雨の高精度予知・予測を実現し、今後の減災管理に資する最新技術となっている。

都市安全研究センターは、様々な大学・研究機関や民間企業との連携体制を組みながらこの研究

シーズを成長させるために全国に先駆けて研究をリードしている。［降水⇒河川⇒都市空間］に

至る流域水象に関しては安全と共生の視点から、兵庫県内・神戸市域に多くのフィールドを設定

して様々な学理を追求している。本学が進める｢大気－流域｣一体型の水・物質輸送解析が実現す

れば、今後の国土再生の軌範となる自然共生型流域圏を実現することができる。京コンピュータ

を用いた流域解析モジュールを実装するために、2012 年に教員が追加配置された。2015 年時点で

流域洪水動態を解析する数値モデルを開発、これを京コンピュータに実装し、世界で最速のモデ

ルの一つとなった。水文学分野で京コンピュータに実装されたモデルは日本で初めてであると思

われる。これまで、本学の教員は風水害・土砂災害の度に調査団を速やかに編成し、報道や集会

などを通してその発現メカニズムを広く地域に伝えながら、減災社会を実現するための科学技術

を市民社会へ普及してきたことは広く知られるところである。市民参加の治水・減災を実現する

ために、全国に先駆けて制定された総合治水条例（兵庫県、平成 24(2012)年 4 月）、兵庫県洪水

予測システムの策定など地域社会の制度整備にも本学教員は学術面から大きく貢献してきた。流

域圏から汽水域を経て沿岸域さらに海洋に至る海域物理・生態環境の研究は J. Physical Oceano

graphy, Continental Shelf Research, J. Geophysical Research, Ocean Modelling など有力学

術誌に数多く発表され、クリタ水・環境科学研究優秀賞、IAHR−APD Best Paper Award，Elsevier

 Most Cited Ocean Modelling Articles を受賞するなど、国内外からは賞賛を得ている。その成

果を利用して、特定発生源に起因する危険物質挙動の全球規模解析が可能となり、今般の原子力

発電所事故の放射性物質の実態解明に対しては極めて大きな貢献をなしている。海域から生産さ

れる生物資源の循環利用も今後の展開が大きく期待される部門である。  

災害時においては日常と異なり、災害情報・避難誘導などの外部情報ダイナミクスが人々の行

動を支配することに着目し、情報の生成⇒移動・拡散⇒行動という一連の情報力学を数理的に記

述する災害情報学の体系が本学教員によって構築された。その成果は、Transportation Research

など有力ジャーナルへの掲載や学会受賞(Outstanding Paper Award、World Congress on Intelli

gent    Transport Systems、交通工学研究会論文賞など)へと結実し、国内外からは絶賛されて

いる。これらは、避難計画などの減災戦略や環境負荷を緩和するための都市構造・交通システム
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計画など、国土形成に資する学術へと発展することが期待されている。交通・都市計画系研究グ

ループの学術活動は、都市交通が錯綜した阪神間において低炭素化社会を実現するために不可欠

の研究資源である。発災直後の救命率向上を目的とする救急医療隊の派遣戦略研究もまた、阪神

淡路大震災の被災大学であるが故に全国に先駆けて実施できる計画学研究である。 

各種インフラの構造劣化と維持管理は、成熟社会に蓄積された社会資本ストックを適正に運

用・延命化するための最重要課題である。地震や走行荷重のような動的外力に対する疲労・破壊

挙動、長期間供用された施設の性能維持問題など、構造管理を専攻する教員はいずれも、阪神間

の構造インフラをテーマとして研究を展開し、その分野のトップランナーとして国内外に存在感

を高めている。また、本学教員が提言している「現場に生じている危険因子を計測し、その情報

をその場で可視化する方法論（On-Site Visualization）」は多分野に跨る産学官の連携を通して

建設工事現場などの安全性向上を推進する活動を日本、インド、ベトナムなどで展開し、国内外

から高い評価を得ている。 

東日本大震災の津波が地表へもたらした広域汚染の全容は未だに明らかにされていない。しか

し、阪神淡路大震災の経験を生かして発災二ヶ月後には、他学に先んじて沿岸地盤の重金属・化

学汚染の実態を環境省にいち早く報告するなど、地盤汚染情報を広く社会へ提供した。本学教員

が開発した不飽和土／水連成解析モデル DACSA は、地圏の安定と物質動態を普遍的に解析できる

世界共通言語となっており、今後地盤汚染解析の主要ツールとなる見込みである。 

市民工学専攻と都市安全研究センターが標榜する｢安全と共生｣は阪神淡路大震災を教訓とする

阪神間地域の行政・市民・民間組織との共有概念であり、持続可能社会を形成する上で不可避の

パラダイムである。これまでハード施設の設計技術など｢大型ものづくり｣に供する技術体系であ

った土木工学を、減災・自然共生の主体・客体となる市民や社会へと拡張し、ソフト施策を加え

た市民工学体系に展開するパラダイム転換の時代はすでに到来している。現在、市民工学専攻と

都市安全研究センターでは｢市民｣や｢地域社会｣をキーワードとした広汎で重層的な萌芽的研究を

進めている。 

 

 

■電気電子工学専攻 

電気電子工学専攻の起源である電気工学科は、神戸高等工業学校の設立（大正 10(1921)年）と

同時に設置された伝統ある学科である。電気電子工学という現在社会において最も重要な基盤技

術に関して、90 年以上にわたって地域 No.1 の組織として先端研究を推進し、優秀な卒業生を輩出

してきた。佐川眞人氏の平成 24(2012)年度日本国際賞受賞は、本専攻の誇りとするものである。

現在、本専攻は「電子物理」と「電子情報」の２大講座を置き、我が国の産業の発展に不可欠な

電子材料、デバイス、プロセス、新エネルギー、集積回路設計、ウェアラブルコンピュータ、情

報セキュリティ、アルゴリズム、知的学習論に関する最先端の研究を実施している。 

藤井稔教授のグループは、多様なナノ電子材料について世界的に評価の高い成果を多数挙げて

いる（被引用数総計 7,432 回、被引用数 100 回以上の論文 16 編、最多は 505 回/論文、外部資金

総額 1 億円以上）。光デバイスに関して喜多隆教授のグループは、半導体量子構造（被引用数総

計 2,085 回、最多は 149 回/論文、被引用度 Top1%論文 1件、IF10 以上の論文に 2件、過去 5年以
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内の外部資金総額 1.2 億円）や水銀フリー紫外光源に関する最先端研究を推進している。後者の

医療機器応用は、経済産業省のプロジェクト（医工連携チーム計 227 百万円）に採択されている。

高性能・高速有機トランジスタの分野において、北村雅季教授は世界トップレベルの成果（遮断

周波数 10 MHz 以上の MOS（平成 22(2010)年当時世界最速）、200 kHz 動作 CMOS 回路（平成 23(2011)

年当時世界トップレベル））を挙げている（被引用数総計 1200 回以上、被引用数 100 回以上の論

文 2 編）。小川真人教授のグループは、ナノ構造素子のシミュレーション技術の構築、グラフェ

ン等の二次元原子膜素子、スピントロニクス素子など新概念デバイスの提案、性能予測シミュレ

ーション研究において先駆的な研究を推進している（被引用回数 300 回以上（最近 5 年）、外部

資金 40 百万円以上（最近 5年））。電子デバイス製造に不可欠なプラズマプロセスに関して八坂

保能教授・竹野裕正教授のグループは、シミュレーションを制御に取り入れた斬新な技術の開発

を行っている（被引用数 100 件以上、外部資金 42 百万円（平成 16(2004)年以降））。また、核融

合直接発電関連の研究を行っている（外部資金 40 百万円（平成 16(2004)年以降））。 

沼昌宏教授のグループは、集積回路設計について優れた研究成果を挙げており（被引用数総計

1,144 回、IF 3.01 の英文誌論文 4 本、外部資金 2 億円余、特許出願 30 件）、世界的に評価の高

い次世代・超低電力アナログ・ディジタル回路技術を生み出している。塚本昌彦教授のグループは、

ウェアラブルコンピュータの分野で優れた業績を挙げており（被引用数 706 回、外部資金約 4 億

円）、特に塚本教授はメディアでの知名度は非常に高い（テレビ等出演 10 回、新聞掲載 52 回、

雑誌掲載 13 回）。森井昌克教授のグループは、符号理論、情報セキュリティの分野において国際

的に評価の高い研究成果を挙げており（被引用数 680 回、外部資金約 90 百万円、世界最大のカレ

ン素数の探索、無線 LAN 国際標準規格 WEP を世界初で解読、世界で初めて SSL/TLS で用いられる

RC4 暗号を現実的に解読）、森井教授は我が国の情報セキュリティの第一人者としてマスコミに頻

出している（テレビ出演 45 回、新聞掲載 78 回）。増田澄男教授のグループは、アルゴリズムに

関する研究について優れた研究成果を挙げており（被引用数 500 回以上）、グラフ描画、組み合

わせ最適化、グラフ列挙などで高い技術をもっている。小澤誠一教授のグループは、ニューラル

ネットや機械学習、ビッグデータ解析の分野で優れた研究成果を挙げており（被引用数総計 1,505

回、最多は 262 回/論文、過去 5年間の外部資金約 120 百万円(配分額)）、小澤教授は過去 5年間

で 4 つの英文誌の Associate Editor を務め、国際学会の副会長(2 件)や理事(3 件)、国内学会の

副会長(1 件)や理事(5 件)、その他 IEEE ソサエティ技術委員などとして活躍している。 

電気電子工学に対する社会の要請は時代とともに大きく変化している。本専攻は、柔軟な組織

改編と積極的な人材登用により活力の維持と組織の発展を図ってきた。このことが上記の成果や

卒業生の活躍につながっていると考えている。電気電子工学の分野は、世界共通の分野であり、

「国際化」という言葉が意味をなさないほど国際化している。神戸は国際都市であり、さらに京

コンピュータやSPring-8といった電気電子工学研究に不可欠な世界最先端研究設備に近接してい

るため、海外研究機関との共同研究を実施するのに非常に有利な立場にある。今後も、この有利

な立地を十分に生かし、電気電子工学の広範な分野において国際的に高い評価を受ける成果を挙

げてゆく。 
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■機械工学専攻 

コンカレント・メカニカルエンジニアリングの構築 

～ 生体内分解性を具有する金属製インプラントデバイスの開発と評価 ～ 

機械工学専攻では、日々進化変遷を遂げる機械工学に対応すべく、「熱流体」、「材料物理」

および「設計生産」の３つの大講座および講座内の教育研究分野の有機的連携のもと、高水準

の専門教育の提供、豊富な外部資金、充実した産官学連携体制を背景とした世界水準の最先端

研究を活発に行ってきている。根拠資料よりわかるように、①平均採択率をはるかに上回る科

学研究費の採択、大型研究プロジェクトの獲得等、専攻をあげて外部資金獲得に努力した成果

が数値として現れている。②獲得した外部資金による研究成果は、国内外の主要雑誌への論文

発表、国内外の学術講演会における講演発表、特許出願等に反映されている。③これらの研究

成果が卓越したものであることは、多くの受賞実績より明らかである。④研究成果は、新たな

競争的外部資金のさらなる獲得へと結びついている。  以上のように、機械工学専攻では、各

教育研究分野の連携体制のスパイラルアップが着実に図られている。また、このような体制の

下での先端研究を含む高度な大学・大学院教育を受けた学生は、我が国のみならず世界規模で

活躍する研究者、技術者として社会に貢献している。このことは、世界的に評価の高い企業の

要職で活躍する卒業生、機械工学科および機械工学専攻に対する求人実績からも明らかであり、

特に京阪神地区を中心とする主要企業からは高い評価を受けている。 

このように機械工学専攻では、各大講座および教育研究分野が有機的に連携することによる、

コンカレント・メカニカルエンジニアリングの構築により、様々な最先端分野、境界領域分野

において柔軟かつ機動的に研究を展開することができるが、敢えて「兵庫・神戸」という地域

での特性を打ち出すとすれば、以下に示すような「生体内分解性を具有する金属製インプラン

トデバイスの開発と評価」を主要テーマのひとつとして提示することができる。 

生体内分解性を有するインプラント材料は、患部の治癒後に除去するための施術が不要とな

るため、患者の肉体的・精神的・経済的負担を低減し、国民の QOL(Quality of Life)向上に貢

献する。具体的には、骨折部位を固定するプレートシステムや冠動脈の狭窄部を拡張するため

のステントへ応用することが期待されている。既存の生分解性ポリマー材料として知られてい

るポリ L 乳酸は強度不足であることと分解に要する期間が５年程度と長いことから、優れた機

械的強度を有し分解期間が調整可能な新しい生体内分解性デバイスが医療現場から切望されて

いる。本学工学研究科・機械工学専攻では、生体内で分解される素材としてマグネシウムに注

目し、人にやさしい生体内埋め込み型医療デバイスの開発と評価を、これまでの実績を基に専

攻内の英知を結集して推進している。その背景には、マグネシウムの組織制御による機械的性

質改善に関する先導的研究により製品化に向けた開発研究を推進しているという世界トップレ

ベルの実績がある（被引用回数 630 回以上の関連論文あり）。今後、適用範囲を拡大するため

には、(i)強度－分解性バランスの範囲拡大に向けた材料創製、(ⅱ)デバイスのテーラーメイド

高精度加工、(ⅲ)微少部位に負荷される荷重を高精度で測定するための MEMS 技術の応用、(iv)

精緻なハンドリング手法を統合的に最適化することが重要となる。具体的には、各種デバイス

に最適な強度－分解性を具有させるため、ナノ～マイクロメートルオーダーで内部組織と構造

を制御する材料創製研究を推進する。ここでは、原子レベルからマイクロメートルオーダーで
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内部組織を評価し、材料設計にフィードバックさせることが必要である。創製材料をプレート

やクリップなどのデバイスとして多種多様な患部へ適用するため、本来は難加工性を示すマグ

ネシウムについて、個々の患者に最適なテーラーメイド精密加工法を確立する。また、低侵襲

デバイスデリバリーには、内視鏡などの医療機器を適切にコントロールする必要があるため、

力覚フィードバックのある遠隔操縦デバイスの制御研究（被引用回数 630 回以上の関連論文あ

り）を実施する。生体用デバイスは体液や血流など混相流体の環境下にあるが、エロ－ジョン

などデバイスの経時変化を把握するために、高精度の実験および計算シミュレーションを実施

する。ステントの実験で血管内に留置されるステントの血流環境を模擬する際に使用する人工

心臓は、機械専攻メンバーが開発したものが既に製品化済みである。in vitro でのデバイスに

加わる応力等のリアルタイム計測には MEMS センサが必要であり、その基礎となる MEMS 技術に

も卓越した実績がある。さらに、生体内に埋め込み可能な振動発電等による創エネルギーデバ

イスの開発も検討する。また、デバイスが必要期間中に形態を維持するためには、信頼性の保

証が不可欠となるが、デバイスの破壊起点を特定するための技術として、散逸エネルギー計測

とインバースアナリシスによる非破壊評価法を確立している。さらに、拍動など繰り返し荷重

の作用による疲労損傷を高精度で評価し、材料改良へフィードバックする。 

以上のように、材料創製－加工－試験－検査・評価のループをシームレスに統合し、正の創

製スパイラルを形成することで材料の高性能化を図るが、各研究を推進するための実績は十分

にあり、多岐にわたり先導的役割を果たしている機械工学研究分野が横断的に連携する体制は

整っている。また、「兵庫・神戸」の地の利を活かし、創製材料の強度－分解性のカギとなる

原子レベル構造解析に対しては SPring-8 を、計算シミュレーション高度化に対しては、ポート

アイランドの京コンピュータを最大限に活用する。さらに、神戸医療産業都市構想の中核を担

っている本学医学研究科との緊密な共同研究を推進しており、外科手術用クリップなどを創製

することに成功している。また、先端医療開発特区推進のために神戸市や地域関連企業との連

携体制も構築しつつあり、研究活動は着実に進められている。 

 

 

■応用化学専攻 

神戸における戦前からのゴム産業、戦後のケミカルシューズ産業を背景に、ゴム工業界から

の寄付という形で神戸工業専門学校に化学工業科が設けられ(昭和 23(1948)年)、次いで学制の

変更により神戸大学工学部に工業化学科が設けられた（昭和 24(1949)年）。この際、当時物理

系の学科（建築、電気、機械、土木）しかなかった神戸工業専門学校に化学系の学科が設立さ

れたことは新制大学へと変革するにあたって、総合的な工学部として認可される礎となった。 

また、本専攻は設立の趣旨から、化学技術の発展、地場産業、地域産業の振興を目的として

いた。したがって、設立当初から住友ゴム、台糖、日本香料薬品から講師を派遣してもらって

講義を始めるなど、産業を強く意識したカリキュラムが実施された。当時入学定員 25 名、４小

講座(工業物理化学、無機工業化学、有機合成化学、高分子化学)から出発し、化学工学科の設

立(昭和 40（1965）年、４小講座(高圧物理化学、反応工学、拡散操作工学、装置工学))と統合

を経て応用化学科(平成 4(1992)年)  が設立された。応用化学科設立時には、4大講座制（応用
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精密化学、化学工学、機能性材料工学、生物物質工学）12 研究グループであったが、平成 17 年

の大学院自然科学研究科改組に伴い、4つの大講座の改変を行い、応用物質基盤講座、 機能物

質材料講座、化学工学基礎講座、生物・材料化学工学講座という構成となった。さらに、平成

20(2008)年にはこれまでの 4大講座制から物質化学講座と化学工学講座の 2大講座制に改変し、

現在14研究グループからなる我が国でも数少ない工学系の総合化学系学科となり、学部定員100

名、博士課程前期課程定員 73 名、後期課程定員 10 名の専攻となって今日に至っている。 

この間一貫して、地域産業振興の理念のもとに基礎学力を重視した教育研究を展開していっ

た結果、兵庫県はもとより広く関西圏より学生が本専攻を希望し、入学している。十分な教育

を受けた卒業生は関西圏を中心にした企業に高く評価されており、毎年 200 を超える企業から

の求人を頂いている。このように優秀な研究者・技術者を多数輩出することで、地域が神戸大

学に期待するところは大きく、また、卒業生は期待にたがわず卓越した成果を挙げて地元産業

の振興に貢献している。卒業生は各方面で活躍しており、例えば、三井金属鉱業株式会社社長、

FDK トワイセル株式会社・FDK 取締役、住友ゴム工業 常務執行役員ハイブリッド事業本部長（旧・

ＳＲＩハイブリッド代表取締役社長）、多木化学株式会社常務取締役、スカイマークエアライ

ンズ株式会社社長、日立マクセル株式会社常務取締役、東洋炭素株式会社代表取締役社長、会

長、日本純薬株式会社元代表取締役社長、ナカボーテック社長、日本山村硝子株式会社専務取

締役、日華化学株式会社執行役員、ハリマ化成株式会社取締役、日東電工アジアテクニカルセ

ンター代表取締役、バンドー化学株式会社執行役員、大日本印刷株式会社常務取締役、関西機

械工業株式会社専務、日立ビークルエナジー株式会社取締役副社長、(順不同)などの要職に就

いている。また、在職した教官・教員は日本化学会賞(1979)、化学工学会賞(2002・2006)、化

学工学会研究賞(2001・2010)、化学工学会技術賞(2008)、高分子学会賞(2015)、高分子学会功

績賞(1981・2000・2011)、兵庫県科学賞(1980・1991・1996・1999・2000・2003・2005)、日本

接着学会賞(2001・2003・2011)、日本無機リン化学会学術賞(1997・2006)、日本無機リン化学

会功績賞(2005)、セルロース学会賞(2011)、繊維学会賞(1988・2007)、日本バイオマテリアル

学会賞(1995)、日本材料学会学術貢献賞(2014)、日本レオロジー学会有功賞(1992)、日本レオ

ロジー学会功績賞(2009)を受賞しており、学術研究において顕著な業績を挙げ、また、化学工

学会会長、副会長、日本レオロジー学会会長、高分子学会副会長、電気化学会副会長、日本接

着学会会長、副会長、日本潜熱工学研究会会長、関西工業教育協会副会長、電池工業会専務理

事などの学会業務に携わることで学術団体において広く活躍した。またそれ以外にも、兵庫県

工業技術センター技術参与など各種委員として地域に貢献してきた。 

以上のように、応用化学専攻は地域に根ざした教育研究を一貫して行ってきたが、昨今の応

用化学分野における社会のニーズは急速に多様化しており、現在の教育研究分野が担う教育研

究の境界領域はすでに当初の想定をはるかに超えてオーバーラップしつつある。現状の 14 に細

分化された教育研究分野は、教育・研究の目的と手法が分かりやすい反面、狭い範囲の分野を

縦割り的に運用することになり、ますます多様化する大学院教育・研究に柔軟に対応すること

が困難になりつつある。この問題に対応するためには、たとえば現在の教育研究分野を分野横

断的に再構築して、新たな教育研究分野に再編することがひとつの解になると考えられる。こ

れまでの研究グループを新たな形で統合して連動性を上げることで、基礎学問を重視しつつ社
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会のニーズにも対応できる流動性の高い大学院教育研究を中心とした教育研究組織を構築する

ことができると考えられる。このように、現体制に拘ることなく、現状の問題点を把握した上

で、更なる効果的な教育研究分野の再配置について議論を尽くし、多様化・グローバル化して

いく地域産業のニーズに答えることができる広い知識と高い技術を持った学生を育成できるよ

うな体制作りを行っていく。 

 

サスティナブルケミストリー(日本触媒)寄附講座の設置（平成 24(2012)年 7 月）による産学連

携教育・研究の推進 

本寄附講座では、サスティナブルケミストリーによる産業創出を目指し、再生可能資源バイ

オマスの利活用（バイオリファイナリー）技術、再生可能エネルギー生産技術、温室効果ガス

である二酸化炭素の再資源化技術等に関する革新的技術の実践的な研究を行うと同時に、新産

業創出を担うイノベーション創出型の人材育成も行う。得られた成果をもとに、従来化石資源

を原料として製造されていた化学品原料を再生可能資源に転換すること等、産学官連携による

実用化に繋げ、持続可能な社会ならびに持続可能な経済発展の実現に貢献することを目的とし

て設置された。 

尚、本講座で行う研究は、「バイオプロダクション次世代農工連携拠点」とも協働して、よ

り緊密な産学連携のネットワークを構築し、大学保有の基本的独自技術と企業研究で培ってき

た実用化技術や事業形成力を融合させることで、化学品製造のための新規な先端融合技術開発

を行う。 

本講座の寄附者である株式会社日本触媒（本社大阪市）には､社会のニーズに応じた新しい技

術開発を行うとともに、多くの事業領域を形成してきた実績があり、豊かな技術力と人材を有

している。これまでにも、大学へ共同研究等の研究員や非常勤教員を一定期間派遣する取り組

みは行ってきたが、一講座を持ち、常勤教員の立場で研究を推進する体制を支援するのは初め

ての取り組みである。この形態により、アカデミアで学理を深化・追究を行いつつ、実社会で

の事業化、社会貢献をめざすという複眼的な視点での研究推進が可能となる。このような実学

的な寄附講座を工学研究科内に設置することで、本学研究活動とのさらなる融合と活性化が期

待できる。さらに､大学の社会貢献のために､新たな視点からの教育研究が望まれるが、本寄附

講座がこれに貢献することができる。カリキュラム上は応用化学専攻化学工学講座が担ってい

る関連科目を中心に担う。 

本寄附講座の特命教員としては、産業界で研究職・管理職・経営職を歴任してきた喜多裕一

特命教授を迎え、実業界における実践経験と幅広い知識に基づき、より実践的な研究指導と講

義を提供することができる。これは、従来の全国の国公立、私学等の応用化学専攻においても

希少なものである。さらに、バイオマス利活用の触媒化学的研究を専門とし、顕著な活動実績

を有する平野喜章特命助教が加わったことで、国内唯一の研究拠点としての神戸大学の特色と

いえるバイオリファイナリー研究分野での教育・研究が補完強化された。 

本寄附講座は、以上のような取り組みにより、サスティナブルケミストリーに関する理解（教

育）とそれに対するアプローチ（教育と研究）を通じて、イノベーション創出型の人材育成を

担う本学の教育及び研究に資することを目指すものである。 
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なお、本寄附講座は、平成 29 年 7 月から共同研究講座として引き続き教育研究を推進してい

る。 

 

 

◆根拠データ  (Fact Book の補足データ) 

 

＜経費１億円以上の大型プロジェクト＞                    

■建築学専攻・市民工学専攻 

1. 平成 15(2003)-19(2007)年度：21 世紀 COE プログラム「安全と共生のための都市空間デザイン

戦略」（総経費 413,114 千円、直接経費 395,540 千円、間接経費(平成 18(2006)、平成 19(2007)

年度）17,574 千円）（根拠資料：採択通知） 

2. 平成 25(2013)年度：教育研究力強化基盤整備費による「構造物極限性能解明振動台システム」

の整備（文部科学省補助金額 107,940 千円、大学自己負担額 12,000 千円） 

3. 平成 26(2014)年度：国立大学法人施設整備費補助金による「南海トラフ巨大地震を想定したレ

ジリエント減災システム構築のための設備整備」（文部科学省補助金額 214,561 千円、大学自

己負担額 20,000 千円） 

 

■電気電子工学専攻 

1. 平成 21(2009)-26(2014)年度：科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業（CREST）「原子論か

ら始まる統合シミュレータの開発」（総経費 221,784 千円，配分額 34,930 千円）（根拠資料：

採択通知） 

2. 平成 21(2009)-25(2013)年度：情報通信研究機構 高度通信・放送研究開発委託研究「情報通

信・エネルギー統合技術の研究開発」総経費（108,900 千円） 塚本昌彦 

3. 平成 22(2010)-27(2015)年度：科学技術振興機構さきがけ「実世界指向ユーザインタフェース

実現のため動作認識基盤の確立」総経費（104,585 千円） 寺田努 

4. 平成 24(2012)-26(2014)：経済産業省課題解決型医療機器等開発事業「患者と医療従事者負担

解決のためのオーダーメイド型紫外線治療機器の開発」総経費（179,830 千円、配分額 3,600 千

円予定）（根拠資料：採択通知） 

 

■機械工学専攻 

1. 平成 20(2008)-24(2012)年度独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)「エネ

ルギーITS 推進事業／協調走行（自動運転）に向けた研究開発」(総経費 3,938,063 千円，配分

額 83,352 千円)(根拠資料：契約書) 深尾隆則  

2. 平成 23(2011)-27（2015）年度 科学技術振興機構 研究成果最適展開支援プログラム （A-

STEP） シーズ育成タイプ「生体内分解性金属材料の骨固定用デバイスへの展開」            

 （総経費 283,252 千円，配分額 38,902 千円）（根拠資料：採択通知）（研究代表者：向井敏

司） 

3. 平成 26(2014)-32（2020）年度 科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業・先端的低炭素
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化技術開発（ALCA）— 革新的省・創エネルギーシステム・デバイス領域「階層構造磁気蓄熱再

生器を持つ磁気ヒートポンプの開発」（総経費 158,000 千円，配分額 32,000 千円）（根拠資料：

採択通知）（研究代表者：川南剛） 

4. 平成 26(2014)-30(2018)年度 内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)／革新的

設計生産技術「CAM-CNC 統合による革新的な工作機械の知能化と機械加工技術の高度化」（総経

費 111,626 千円，配分額 11,511 千円）（根拠資料：採択通知）（研究代表者：白瀬敬一） 

  

■応用化学専攻                                     

 1. 平成 20 (2008)-23（2011）年度科学技術振興機構独創的シーズ展開事業 大学発ベンチャー創

  出推進「高品質な有機強誘電性薄膜」（総経費 165,610 千円）（根拠資料：採択通知） 

2. 平成 20(2008)-24（2011）年度地域イノベーション戦略支援プログラム委託事業 京都環境ナ

ノクラスター「環境調和型フレキシブル有機赤外センサの開発」（配分額 60,797 千円）（根拠

資料：採択通知） 

3. 学技術振興事業団/科学技術振興機構 

平成 12(2000)～16(2004)年戦略的基礎研究推進事業 

研究領域「資源循環・エネルギーミニマム型システム技術」 

「電気化学エネルギー変換の擬似三次元界面設計」 

（総経費 259,000 千円，配分額 91,800 千円，うち追加配分 21,500 千円）（根拠資料：採択

通知） 

4. 新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)  

平成 17(2005)年度第 1回「大学発事業創出実用化研究開発事業」（総経費 240,000 千円） 

「液相析出(LPD)法を用いたマイクロ水素センサの実用化開発」 

（根拠資料：採択通知） 

5. 科学技術振興機構 

平成 24(2012)～29(2017)年 戦略的創造研究推進事業 

研究領域「エネルギー高効率利用のための相界面科学」 

「多孔性電極中のイオン輸送現象の解明と高出入力電池への展開」 

（総経費 400,000 千円，配分額 106,000 千円）（根拠資料：採択通知） 

6. 新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO) 

平成 24(2012)年度課題設定型産業技術開発費助成金交付事業 

「安全・低コスト・高性能ニッケル水素蓄電池および蓄電池システムの開発」 

（総経費 1,743,800 千円，配分額 40,000 千円）（根拠資料：採択通知）  

7. 平成 15(2003)-17(2005）年度独立行政法人科学技術振興機構大学発ベンチャー創出事業「イン

テリジェント微粒子材料の創製技術の開発」（総経費 125,080 千円）（根拠資料：採択通知） 

8. 平成 14(2002)-17(2005)年度 科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業・情報，バイオ，環

境とナノテクノロジ－の融合による革新的技術の創製研究領域「テーラーメイド分子集積によ

る機能性三次元空間創製」126,000 千円 

9. 平成 16(2004)-18(2006)年度 厚生労働科学研究費補助金（厚生労働省）「ピンポイントデリ
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バリー用バイオナノキャリアの開発と遺伝子医療への応用」（総経費 164,500 千円） 

10.平成 16(2004)-20(2008) 年度 生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業（農業・生

物系特定産業技術研究機構）「醸造微生物を用いた表層提示バイオプロセスの構築」（総経費 1

28,700 千円） 

11. 平成 19(2007)-21(2009)年度 地球温暖化対策技術開発事業（環境省）「兵庫県南部における

統合型・省エネ型酵素法によるバイオ燃料製造に関する技術開発」（総経費 363,000 千円） 

12. 平成 19(2007)-24(2012)年度 バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（NEDO，経済産業

省）「セルロースエタノール高効率製造のための環境調和型統合プロセス開発」（総経費 915,

380 千円） 

13. 平成 21(2009)-26(2014)年度 CREST（JST，文部科学省）「海洋性藻類を用いたバイオエタノ

ール生産技術の開発」（総経費 585,000 千円） 

14. 平成 22(2010)-24(2012)年度 厚生労働科学研究費補助金（厚生労働省）「チタン酸化物を含

有するバイオハイブリッドナノ粒子の放射線治療増感による難治性がんの新規治療法開発」（総

経費 164,256 千円） 

15. 平成 23(2011)-27(2015)年度 グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス事業（文部科

学省）「植物 CO2資源化研究拠点ネットワーク」（総経費 753,000 千円） 

16. 平成 24(2012)-30(2016)年度 経済産業省「革新的バイオマテリアル実現のための高機能化ゲ

ノムデザイン技術開発」（総経費 2,150,000 千円） 

17. 平成 26(2014)-30(2017)年度 次世代治療・診断実現のための創薬基盤技術開発（AMED）「国

際基準に適合した次世代抗体医薬品等の製造技術」（総経費 1,600,000 千円） 

18. 平成 20(2008)-30(2018)年度 地域産学官連携科学技術振興事業費補助金（文部科学省）「バ

イオプロダクション次世代農工連携拠点形成」（総経費 4,470,000 千円） 

19. 平成 24(2012)-30(2018)年度 地球規模課題対応国際科学技術協力における技術協力（JST）

「インドネシアにおける統合バイオリファイナリーシステムの開発」（総経費 155,903 千円） 

20. 平成 25(2013)-30(2018)年度 地球規模課題対応国際科学技術協力における技術協力（JICA）

「統合バイオリファイナリー研究拠点構築プロジェクト」（総経費 237,472 千円） 

21. 平成 24(2012)-28（2016）年度 地域イノベーション戦略支援プログラム（文部科学省）「革

新的膜工学を核とした水ビジネスにおけるグリーンイノベーションの創出」 

（総経費 712,584 千円，配分額 438,963 千円）（根拠資料：採択通知） 

22. 平成 24(2012)-29（2017）年度 独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業 

先端的低炭素化技術開発（ＡＬＣＡ）「革新的省・創エネルギー化学プロセスの実現に向けた

万能型 CO2選択透過膜の創製」研究領域（総経費 146,000 千円，配分額 73,000 千円）（根拠資

料：採択通知） 

23. 平成 22（2010）-25(2013)年度 内閣府最先端研究開発支援プログラム 「Metagon Water

  System」（総経費 3,000,000 千円，配分額 46,840 千円） 

24. 平成 17(2005)-19(2007)年度 固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発事業（NEDO），「膜

分離法およびプレート型コンパクトリアクターを用いた新規 PEFC 用改質システムの開発」（総

経費  23,752 千円，配分額 13,000 千円）  
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     25. 平成 24(2012)-30(2018)年度 先端融合領域イノベーション創出拠点の形成（JST），「バイ

オプロダクション次世代農工連携拠点」，リサーチエンジン“分離・化学プロセス”，（総経

費 4,464,799 千円，配分額 2,000 千円（平成 24(2012)年度）） 

26. 革新的バイオマテリアル実現のための高機能化ゲノムデザイン技術開発」（216,000 千円） 

詳細調査中 

27. 平成 27(2015)-29(2017)年度 エネルギー・環境新技術先導プログラム（NEDO）「正浸透膜を

用いた革新的省エネ型水処理技術の開発」（総経費 147,987 千円、配分額 97,776 千円） 

 

 

＜科学研究費(基盤研究(S)，基盤研究(A)，新学術領域)＞             

■建築学専攻 

1. 平成 19(2008)～20(2010)年度：基盤研究(A) 「ジャワ島中部地震被災地における居住地環境の

復興に関する総合的研究」(総経費：44,850 千円)  

2. 平成 21（2009）〜24（2012）年度：基盤研究(A)「多様な巨大地震動に対する超高層鋼構造骨

組の塑性変形性能向上技術の開発」、研究分担者（直接経費総額 8,800 千円）（代表 吹田啓

一郎 京都大学教授） 

3. 平成 24（2012）〜28（2016）年度：基盤研究(A)「連携と持続に着目した東日本大震災の農村

復興に関する総合的農村計画研究」、研究分担者（平成 25 年度直接経費 150 千円）（代表 廣

田純一岩手大学教授） 

4. 平成 22（2010）～平成 26（2014 年）年度：基盤研究(A)「海溝型地震、高潮災害による「長期

湛水」被害に対する防災戦略の構築」、研究分担者（直接経費総額 3,200 千円（代表 牧紀男

 京都大学防災研究所教授） 

 

■市民工学専攻 

1. 平成 22(2010)～24(2012)年度：基盤研究(A) 「ジオセンセティックス排水材を用いた盛土防水

工に関する研究」(総経費 45,890 千円) 代表 澁谷啓 

2. 平成 21(2009)～24(2012)年度：基盤研究(A) 「移動体シミュレーションと連動した災害時交通

ネットワークの信頼性評価」(総経費 44,460 千円) 代表 朝倉康夫 

3. 平成 25(2013)～28(2016)年度：基盤研究(A) 「"地域社会がつくる公共交通計画"のための計画

策定と社会的選択の方法論」(総経費 23,200 千円) 代表 喜多秀行 

4. 平成 25(2013)～26(2014)年度：新学術領域研究 「放射性核種の海域移行定量化に向けた統合

型河口・浅海域土砂輸送解析システムの開発」(総経費 5,600 千円) 内山雄介 

5. 平成 26(2014)～29(2017)年度：基盤研究(A)「可能最大洪水に対応できる数理科学的な河川計

画法の確立」（総経費 25,740 千円）研究分担者（直接経費総額 19,800 千円）（代表 山田正

 中央大学教授） 

 

■電気電子工学専攻 

1. 平成 16(2004)～18(2006)年度：基盤研究(A)「ナノ結晶を介したエネルギー移動現象の解明と
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新奇光機能性発現に関する研究」（総額 31,000 千円） 代表 林真至 

2. 平成 20(2008)～22(2011)年度：基盤研究(A)「ユビキタス環境のための全体プログラミング方

式」（総額 43,030 千円） 代表 塚本昌彦，分担 寺田努 

3. 平成 20(2008)～24(2012)年度：基盤研究(A)「ウェアラブルコンピューティングの安全性を確

保するディペンダブル OS 技術の確立」（総額 49,140 千円） 代表 寺田努，分担 塚本昌彦 

4. 平成 21(2009)～24(2012)年度：基盤研究(A)「不純物ナノ構造の光応答とスケーラブル光子デ

バイスの実現」（総額 45,110 千円） 

5. 平成 22(2010)～23(2011)年度：新学術領域 「樹状突起における脳内へテロ情報の統合メカニ

ズムの解明」(総経費 5,600 千円) 代表 大森敏明 

6. 平成 23(2011)～27(2015)年度：基盤研究(A)「ユビキタス環境のためのトポロジコーディング

による全体プログラミング」（総額 37,300 千円） 代表 塚本昌彦，分担 寺田努 

 

■機械工学専攻 

1. 平成 19(2007)～21(2009)年度：基盤研究(A) 「可視・赤外併用遠隔非接触応力ひずみ計測法開

発による構造健全性診断システムの構築」(総経費 41,430 千円) （研究代表者：阪上隆英）（根

拠資料：採択通知） 

2. 平成 18(2006)～20(2008)年度：基盤研究(A) 「可変空間分解能型マルチスケール混相流統合解

析技術の開発」(総経費 49,790 千円) （研究代表者：冨山明男）（根拠資料：採択通知） 

3. 平成 25(2013)～27(2015)年度：基盤研究(A) 「ヘテロ構造設計による生体内分解性マグネシウ

ム合金の高強度・高靱化原理の確立」（総経費 46,800 千円）（研究代表者：向井敏司）（根拠

資料：採択通知） 

4. 平成 29(2017)～32(2020)年度：基盤研究(A) 「生体内分解性を有するマイクロ検力センサー創

製に向けた材料設計原理の確立」（総経費 44,850 千円）（研究代表者：向井敏司）（根拠資料：

採択通知） 

 

■応用化学専攻 

1. 平成 12(2000)～14(2002)年度：基盤研究(A)(2)「液相析出法により作製される金属酸化物薄膜

の構造制御と物性」（総経費：40,900 千円）（根拠資料：採択通知） 

2. 平成 14(2002)～16(2004)年度：基盤研究(A) 「機能性物質を担持した中空粒子の創製とその応

用」(総経費 41,990 千円) （根拠資料：採択通知） 

3. 平成 14(2002)～16(2004)年度：基盤研究 A「細胞表層における分子オーダー・バイファンクシ

ョナル反応場の構築と応用」(総経費 42,120 千円) 

4. 平成 15(2003)～17(2005)年度：基盤研究(A)(2)「液相析出法による高次セラミックスナノ構造体

の構築」（総経費：39,200 千円）（根拠資料：採択通知） 

5. 平成 17(2005)～19(2007)年度：基盤研究(A) 「自己組織化法によるカプセル微粒子の創製とそ

の応用」(総経費 47,970 千円) （根拠資料：採択通知） 

6. 平成 17(2005)-20(2008)年度：特定領域研究 「リガンドペプチドの網羅的機能発現と定量」(総

経費 53,300 千円)  
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7. 平成 18(2006)～21(2009)年度：基盤研究(A)(2)「不均一液相界面を利用した新規液相析出プロセ

スによる微細材料の創製」（総経費：38,600 千円）（根拠資料：採択通知） 

8. 平成 20(2008)～22(2010)年度：基盤研究(A) 「プロセス強化技術のためのダイナミカルネット

ワーク方法論の構築」研究代表者：大村直人(総経費 39,500 千円) （根拠資料：採択通知） 

9. 平成 20(2008)～23(2011)年度：基盤研究(A)「セルロースナノ繊維を利用したエコ＆ナノ複合

材料の創製と機能発現」（総経費 3,6600 千円）（根拠資料：採択通知） 

10. 平成 21(2009)～23(2011)年度：基盤研究(A) 「異形微粒子創製法の開発と応用新展開」(総経

費 47,970 千円) （根拠資料：採択通知） 

11. 平成 24(2012)～28(2016)年度：基盤研究(A) 「ポスト・カーボンナノチューブ素材を駆使し

た環境調和型ナノ複合材料の創製と機能展開」(総経費 23,400 千円) （根拠資料：採択通知） 

12. 平成 24(2012)～28(2016)年度：新学術領域 「元素ブロック高分子材料の表面・積層界面構造

制御と物性評価」(総経費 35,100 千円) （根拠資料：採択通知） 

13. 平成 27(2015)～29(2017)年度：基盤研究(A) 「世界牽引型フォワードオスモシス膜の創製と

究極的ゼロエネルギー水処理プロセスの構築」(総経費 38,030 千円) （根拠資料：採択通知） 

 

＜ 国際共同研究（平成１９年度～平成２９年度）＞ 

 

■建築学専攻 

1. 相手方  Aarhus University 

（平成 27 年度  建築学専攻）鈴木 広隆 

2. 相手方  Czech Technical University in Prague，チェコ 

（平成 28 年度～現在  建築学専攻）高田 暁 

 

■電気電子工学専攻 

1. 相手方 Microsoft Research Asia 

（平成 24 年度 電気電子工学専攻）寺田 努 

2. 相手方 Imperial College London, United Kingdom 

（平成 23-27 年度 電気電子工学専攻）喜多 隆 

3. 相手方 Kyungpook National University 

（平成 22-24 年度 電気電子工学専攻）小澤 誠一 

4. 相手方 University of Paris 13  

（平成 27 年度～ 電気電子工学専攻）小澤 誠一、大森 敏明、北園 淳 

5. 相手方 University of California, San Diego 

（平成 27 年度～ 電気電子工学専攻）大森 敏明 

6. 相手方 University of Ljubljana 

（平成 28 年度～ 電気電子工学専攻）小澤 誠一 

7. 相手方 University of Sheffield 

（平成 25-27 年度 電気電子工学専攻）小島 磨 
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8. 相手方 National Polytechnic Institute, Mexico 

（平成 27 年度～ 電気電子工学専攻）喜多 隆 

 

  ■機械工学専攻 

1. 相手方 ENEA, イタリア 

（平成 18～22 年度 機械工学専攻）冨山 明男 

2. 相手方 Helmholtz-Zentrum Dresden-Rossendorf，ドイツ 

（平成 23 年～現在 機械工学専攻）冨山 明男 

3. 相手方 University of Ljubljana，スロベニア 

（平成２年～現在 機械工学専攻）冨山 明男 

4. 相手方 University of Pisa，イタリア 

（平成 15 年～現在 機械工学専攻）冨山 明男 

5. 相手方 Vienna University of Technology，オーストリア 

（平成 23 年～現在 機械工学専攻）磯野 吉正 

6. 相手方 Hamburg University of Technology，ドイツ 

（平成 24 年～現在 機械工学専攻）冨山 明男 

7. 相手方 University of Notre Dame，米国 

（平成 24 年～現在 機械工学専攻）冨山 明男 

8. 相手方 Iowa State University，米国 

（平成 26 年 機械工学専攻）冨山 明男 

9. 相手方 University of Sao Paulo，ブラジル 

（平成 26 年 機械工学専攻）冨山 明男 

10. 相手方 UPMC Sorbonne Universites，フランス 

（平成 26 年 機械工学専攻）冨山 明男 

11. 相手方 Technische Universitaet Darmstadt，ドイツ 

（平成 26 年 機械工学専攻）冨山 明男 

12. 相手方 Tech4Imaging，米国 

（平成 26 年 機械工学専攻）冨山 明男 

13. 相手方 University of Belgrade  

（平成 24 年度 機械工学専攻）佐藤 隆太 

14. 相手方 University of Florence  

（平成 25 年度～現在 機械工学専攻）佐藤 隆太 

15. 相手方 University of Tennessee，米国 

（平成 26 年度 機械工学専攻）向井 敏司 

16. 相手方 National University of Singapore，シンガポール 

（平成 27 年度 機械工学専攻）向井 敏司 

17. 相手方 University of Applied Sciences and Arts Western Switzerland，スイス 

（平成 6年～平成 28 年 機械工学専攻）川南 剛 
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18. 相手方 University of Ljubljana，スロベニア 

（平成 19 年～現在 機械工学専攻）川南 剛 

19. 相手方 University of Victoria，カナダ 

（平成 23 年 機械工学専攻）川南 剛 

20. 相手方 Shanghai Jiao Tong University，中国 

（平成 25 年〜平成 28 年 機械工学専攻）川南 剛 

21. 相手方 Swiss Federal Institute of Technology in Lausanne (EPFL)，スイス 

（平成 26 年〜平成 28 年 機械工学専攻）川南 剛 

22. 相手方 University of Kaiserslautern，ドイツ  

（平成 25 年度 機械工学専攻）菊池 将一 

23. 相手方 INSA de Lyon，フランス  

（平成 24 年度 機械工学専攻)塩澤 大輝 

24. 相手方 The IMEM-CNR Institute, Parma，イタリア  

（平成 27 年度～現在 機械工学専攻) 磯野 吉正 

25．相手方 Precision Machinery Research & Development Center，台湾 

（平成 28 年度～現在 機械工学専攻) 佐藤 

   

■応用化学専攻 

1. 相手方 Henkel AG & Co. KGaA  

（平成 23 年度 応用化学専攻 西野 孝） 

2. 相手方 CSIRO, Australia 

（平成 24 年度に Mr. Steven Wang を外国人研究員として 4ヶ月受け入れ） 

（平成 26 年度から Dr. Jie Wu を客員教授として招へい） 

（平成 17 年度～現在 応用化学専攻 大村直人） 

3. 相手方 マレーシアプトラ大学，マレーシア 

   （平成 20 年度に Beng Ti TEY 准教授を外国人招へい研究者として受入れ） 

   （平成 20 年度 応用化学専攻 山地秀樹） 

4. 相手方 Warsaw University of Technology, Poland 

（平成 20 年度に Dr. Robert Hubacz を外国人研究員として 1年受け入れ） 

（平成 26 年度から Dr. Robert Hubacz を客員准教授として招へい） 

   （平成 17 年度～現在 応用化学専攻 大村直人） 

   5. 相手方 上海交通大学，中国 

   （平成 25 年度〜現在 応用化学専攻 鈴木洋） 

   6. 相手方 国立台湾大学，台湾 

   （平成 26 年度から童國倫教授を客員准教授として招へい） 

    （平成 26 年度～現在 応用化学専攻 大村直人） 

7. 相手方 Sahand University of Technology，イラン 

   （平成 26 年度に Reza Yegani (Assistant Professor) を外国人研究者として受入れ） 
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   （平成 26 年度 応用化学専攻 山地秀樹） 

   8. 相手方 マラヤ大学，マレーシア 

   （平成 26 年度に Tau Chuan LING 教授を外国人招へい研究者として受入れ） 

   （平成 26 年度 応用化学専攻 山地秀樹） 

   9．相手方 Texas A&M, USA 

（平成 27 年度から Hung-Jue Sue 教授を客員教授として招へい） 

（平成 27 年度～現在 応用化学専攻 鈴木 洋，大村直人） 

10. 相手方 清華大学, 中国 

（平成 27 年度に王暁琳教授を特命教授として 2ヶ月受け入れ） 

   （平成 27 年度～現在 応用化学専攻 松山秀人） 

   11.相手方 Solvay Co との共同研究 

   （平成 27 年度 応用化学専攻 松山秀人） 

12.相手方 国立台湾大学，台湾 

（平成 28 年度に王大銘教授を特命教授として 2ヶ月受け入れ） 

（平成 28 年度～現在 応用化学専攻 松山秀人） 

   13.相手方 Per B. Zetterlund 教授との共同研究 

   （平成 28 年度〜 応用化学専攻 南 秀人 Senior Visiting Fellow として滞在） 
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２．最近における特記事項  

 

■建築学専攻 

◆平成 21（2009）年 

1. 纒向遺跡の建築復元 

2009 年 11 月 11 日 朝刊各紙（黒田龍二） 

2. Ｅ-Defense を用いた安全・安心のための研究の推進（兵庫県および独立行政法人防災科学技術研

究所との共同研究） 

平成 21(2009)～平成 25(2013)年度、総経費 72,202 千円（藤谷秀雄、難波尚、多賀謙蔵、谷

明勲、向井洋一、山邊友一郎、浅田勇人） 

 

◆平成 22（2010）年 

3.「鋼構造研究・教育助成事業」 

(一社)日本鉄鋼連盟「鋼構造研究・教育助成事業」による鋼構造接合部に関する一連の研究

平成 22(2010)- 27（2015）年度、総経費 41,045 千円（田中剛） 

 

◆平成 23（2011）年 

4. 日本建築学会「環境基準」 

2011 年に刊行された日本建築学会環境基準（AIJES-S002-2011 都市・建築空間における音声

伝送性能評価基準・同解説）において、共同研究者として提案に関わった「聴き取りにくさ」

による評価方法が採用された。（佐藤逸人） 

5. 「次世代における災害シミュレーションと構造安全性に関する国際シンポジウム(DS’11)」 

2011 年 9 月に兵庫県立大学の神戸ポートアイランドキャンパスで「次世代における災害シミ

ュレーションと構造安全性に関する国際シンポジウム(DS’11)」を兵庫県立大学シミュレーシ

ョン学研究科と共催した。日本、アメリカ、中国、台湾、韓国、インドネシア、トルコからの

出席者を含め、148 名の参加登録を数えた。、「災害」と「シミュレーション」の二つのキー

ワードのもとに、それぞれに深く関連した多種の分野における現状を概観し、災害と構造安全

性をテーマとして、次世代のシミュレーション技術と防災や工学技術との連携について講演発

表を通じて有意な議論がなされた。（向井洋一） 

 

◆平成 24（2012）年 

6. 寄附講座の積極的な設置による産学連携教育・研究の推進：・持続的住環境創成(積水ハウス)寄

附講座（平成 24(2012)年 4 月設置） 

積水ハウス単独の寄附講座としては全国の大学では初めての連携。平成 24(2012)〜28(2016)

年度、総配分額 98,000 千円 

7. 平成 24 年度地球シミュレータ一般公募プロジェクト「建築構造物の大規模・超詳細モデリング

による強非線形応答解析」 
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平成 24 年度地球シミュレータ一般公募プロジェクト「建築構造物の大規模・超詳細モデリン

グによる強非線形応答解析（研究代表者：向井洋一）」では、大地震を想定した建築物の終局

挙動について、大規模・超詳細モデリングによる構造解析を実施している。建築物を構造部材

単位よりもさらにミクロな有限要素に分割し、建物全体形状を「丸ごと」モデル化する手法に

より、終局挙動を検証した研究については、大規模個計算資源を有するため、実施例はきわめ

て少なく、本研究成果は、建物全体システムの大変形領域での強非線形応答を評価に寄与する

貴重な知見を与えている。（研究代表者：向井洋一） 

8.「建築物の耐衝撃設計の考え方（ガイドライン）」を取りまとめ公表するための建築物の耐衝撃

設計ガイドライン準備ＷＧ 

平成 24 年度より日本建築学会・耐衝撃性能評価小委員会において、「建築物の耐衝撃設計の

考え方（ガイドライン）」を取りまとめ公表するための建築物の耐衝撃設計ガイドライン準備

ＷＧの主査として、これまでの日本の建築関連基準では、扱われてこなかった、爆発や衝突に

よる衝撃作用を受ける建築構造物の耐衝撃設計法の基本手順をまとめている。出版がなされる

と、中高層のオフィスビルや集合住宅を対象とする、日本建築学会初の耐衝撃設計法の手引書

となる。（主査：向井洋一） 

9. 九州大学、千葉工業大学との共同研究 

九州大学、千葉工業大学との共同研究により、建築音響学・環境音響学の導入教育の新しい

手法について、顕著な成果を挙げつつある。（阪上公博） 

10. 東北大学電気通信研究所との共同研究 

東北大学電気通信研究所が、総務省の平成 23 年度第 3次補正予算によって実施した「災害情

報の屋外音声伝達性能の向上に関する技術開発」に、共同研究者として参加した。（佐藤逸人） 

11. 都市再生機構等との共同研究 

都市再生機構等との共同研究により、磁気粘性流体を用いた可変ダンパー（MR ダンパー）を

実際の免震構造物に設置し、地震時の制御性能を検証している。（藤谷秀雄） 

 

◆平成 25（2013）年 

12. ニサンザイ古墳出土遺構の建築復元 

2013 年 2 月 22 日 朝刊各紙（黒田龍二） 

13. Design For Asia Award(DFAA) 2013 ノミネート（Hong Kong Design Centre） 

（遠藤秀平） 

14. 関西大学との共同研究 

関西大学との共同研究により、これまでに見られない新しい着想による「立体型空間吸音体」

を提案し、理論的・実験的研究を実施し、顕著な成果を挙げつつある．（阪上公博） 

 

◆平成 26（2014）年 

  15.高速アクチュエータの導入 

平成 26 年度国立大学法人施設整備費補助金によって、環境防災実験室に高速アクチュエータ

を設備し、高度なコントローラによりリアルタイムハイブリッド実験が実施可能な加力システ
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ムを構築した。 

16. 天津大学との学術交流（学術交流変更覚書・実施細則の締結） 

1980 年に締結した天津大学との学術交流に関する覚書について，新たに大学院を加え，また

学生のより充実した交流を促進するために，2014 年 10 月 1 日付で，天津大学建築学院との学術

交流変更覚書を締結した．またこれを機に，新たな学術交流のきっかけとなる，「神戸大学—

天津大学学術交流協定更新記念 2014 年度神戸大学—天津大学交流」を開催し，2014 年 10 月

に，天津大学建築学院より教員と学生の訪問を受け，設計展と学術交流会，学生の交流活動

を行った。 

17. 振動台を用いたリアルタイムハイブリッド実験システムの構築 

平成 26 年度国立大学法人施設整備費補助金によって、振動台を用いて、従来の試験器による

ものより高度なリアルタイムハイブリッド実験が可能なシステムを構築した。従来のシステム

は開発対象であるダンパーだけを試験体としていたが、建築物の一部も加えた実験が可能なシ

ステムとした。これによって中間階免震構造の下部構造や地盤の応答も計算して、ダンパーと

上部構造の試験体を用いたリアルタイムハイブリッド実験を実施できるようになった。 

 

◆ 平成 27（2015）年 

18.持続的住環境創成講座（積水ハウス）主催で Livable City 国際シンポジウム（住みやすい都市

をつくるーパブリックスペースデザインからの都市戦略）を開催 

米国ニューヨーク市都市計画局・都市デザインディレクターの Jeffrey Shumaker 氏、ニュー

ジャージー工科大学の Georgeen Theodore 准教授ほかを招聘し、産官学を超えた積極的な議論

の場を創出した。 

19.消防庁 消防防災科学技術研究推進制度 

「既存の屋外拡声システムを豪雨等の劣悪環境適応型に拡張する装置の研究開発」が採択さ

れた。研究期間：2015 年度，総経費：16,549 千円，研究代表者：佐藤逸人 

20. カリフォルニア大学サンディエゴ校との研究ミーティング 

カリフォルニア大学サンディエゴ校（以下、ＵＣＳＤ）の構造工学科の Benson Shing 教授と 

Gilberto Mosqueda 准教授を招待し、両大学の構造工学の研究を紹介し、今後の共同研究の方向

性を議論した。その後、伊藤麻衣助教がＵＣＳＤの構造工学科に長期滞在し在外研究を行って

いる。研究テーマは免震構造のリアルタイムハイブリッド実験研究である。 

  21. カリフォルニア大学サンディエゴ校との協定締結 

カリフォルニア大学サンディエゴ校（以下、ＵＣＳＤ）と研究協力協定（Memorandum of Und

erstandings (ＭＯＵ)が締結された。 

22.「公益財団法人ユニオン造形文化財団調査研究助成」 

公益財団法人ユニオン造形文化財団調査研究助成による折り紙行灯に関する一連の研究。 

平成 27(2015)、総経費 1,490 千円（鈴木広隆） 

23.「建築物の耐衝撃設計の考え方（ガイドライン）」の出版 

日本建築学会・耐衝撃性能評価小委員会のもとで、耐衝撃設計法活用検討ワーキンググルー

プの主査として、「建築物の耐衝撃設計の考え方（ガイドライン）」の出版と講習会を主導し

た。中高層のオフィスビルや集合住宅を設計対象として、爆発や衝突などの偶発的な事故に対

する耐衝撃設計法の基本手順を示し、日本建築学会として最初の衝撃荷重を扱った設計法を提



神戸大学工学部・大学院工学研究科 

29 

 

示した。（向井洋一） 

 

◆ 平成 28（2016）年 

  24. 南カリフォルニア大学との協定締結 

南カリフォルニア大学（以下、ＵＳＣ）と研究協力協定（Memorandum of Understandings (Ｍ

ＯＵ)が締結される。 

 

 

■市民工学専攻 

 ◆平成 21（2009）年 

1. (独)科学技術振興機構 地域イノベーション創出総合支援事業 重点地域研究開発推進プログラ

ム 平成 21 年度「シーズ発掘試験」． 

「On Site Visualization のコンセプトに基づく低コスト・低消費電力型モニタリングシステ

ムの開発」。常温から高温域のアスファルト混合物の耐流動性評価に関する研究、代表 吉田

信之（代表） 

2. 財団法人河川環境管理財団河川整備基金： 

2009 年８月佐用町豪雨災害に関する調査研究、代表 藤田一郎（H22 年度） 

3.財団法人河川環境管理財団委託事業： 

     2009 年フィリピン水害に関する調査･研究、代表 大石哲 

  4.平成 21 年度ＥＣＯＭＯ交通バリアフリー研究助成 

活動機会の確保水準に着目した広義のバリアフリー評価指標の開発と地域公共交通計画への

利用法，代表者：喜多秀行，期間：2009 年度，助成額：1,000 千円  

5. 本州四国連絡高速道路株式会社との共同研究 

神戸大学と連携協力協定を結んでいる本州四国連絡高速道路株式会社との共同研究  

「架橋の経済的効果に関する調査・研究」，平成 21(2009)年度 総経費 4,950 千円 喜多秀行 

 

 ◆平成 22（2010）年 

6.JICA 支援による SAPI プロジェクト 

「Special Assistance for Project Implementation (SAPI) applying the monitoring met

hod by On Site Visualization at Delhi Metro construction sites」における技術指導，芥

川真一 

 

◆平成 23（2011）年 

7. 財団法人河川情報センター研究助成寄附金 

CCTV 映像に時空間輝度勾配法を適用した洪水流計測システムの構築に関する研究 

8. クリタ水・環境科学振興財団，国内研究助成・一般研究 

瀬戸内海全域における外洋影響を考慮した広域流動の動態把握と内湾環境保全戦略、 2011

〜2012 年度 

9.JICA 支援による SAPI プロジェクト 
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「Special Assistance for Project Implementation (SAPI) applying On Site Visualizat

ion and Dust Monitoring at Bangalore Metro construction sites」における技術指導，芥川

真一 

10.(公財)国際交通安全学会プロジェクト研究 

地域公共交通と連携した包括的な生活保障のしくみづくりに関する研究，プロジェクトリー

ダー：喜多秀行，研究経費：19,800 千円，期間：2011～2013 年度 

 

◆平成 24（2012）年 

11. 国土交通省建設技術開発助成制 

「On Site Visualization のコンセプトに基づく低コスト・低消費電力型モニタリングシス

テムの開発」平成 24(2012)〜26(2014)年度 

12. 環境省 平成 24 年度，平成 25 年度環境経済の政策研究  

「地方公共団体における地球温暖化対策実行計画等の実施に伴う環境・経済・社会への影響

分析」総額約 30,000 千円、平成 24(2012)〜25(2013)年度 

13. 高速道路関連社会貢献協議会 平成 24 年度研究助成  

「経済均衡モデルのモデリング方法の相違による結果の比較分析～完全競争型モデルと独占

的競争型モデルの比較～」4,480 千円 

14. 独）科学技術振興機構・戦略的創造研究推進事業（JST-CREST）（分担）  

「総合研究課題名：黒潮と内部波が影響する沿岸域における生物多様性および生物群集のマ

ルチスケール変動に関する評価・予測技術の創出研究領域：海洋生物多様性および生態系の

保全・再生に資する技術基盤の創出，研究題目：黒潮域広域３次元海洋モデリング技術の開

発と運用（神戸大学）」，研究代表者：山崎秀勝（東京海洋大学教授）， 2012〜2016 年度（予

定） 

15. 独）科学技術振興機構・A-STEP（シーズ発掘型） 

     「超高時空間分解能を有するリアルタイム降雨予測技術の研究開発」古野電気との共同研究

  2012 年度〜2013 年度 研究代表 大石哲 

 

◆平成 25（2013）年 

16. 国土技術研究センター 第 14 回研究開発助成 

「地域間代替弾力性に関するレジリエンシーファクターの計測」 

 25(2013)年度 1,820 千円 

17. 住友財団・環境研究助成（分担）  

「海洋放射能汚染緊急対応予測システムの提案」，代表者：升本順夫（東京大学大学院理学

系研究科教授／海洋研究開発機構），2013〜2015 年度 

18. 立命館大学特定領域型 R-GIRO 研究プログラム（分担）  

「琵琶湖を対象とした災害軽減のための短期予報システムの開発」，代表者：John C. Wells

（立命館大学理工学部教授），2013〜2015 年度 

19.  京都大学防災研究所・一般共同研究（代表） 
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       「高潮・波浪災害リスク軽減に向けた台風通過時の海洋構造および大気-海洋-地盤相互作用

     に関する現地調査」，代表者：内山雄介，経費総額：3,000 千円，期間：2014〜2015 年度（予

     定） 

20. 株式会社片平エンジニアリングとの共同研究 

「路面表示の“誘導型への高度化”に関する研究」，代表者：喜多秀行，経費総額：495 千円，

期間：2013～2014 年度 

21. 財団法人高速道路調査会研究助成 

「路面壁面表示の配列操作がべくションを介して速度選択行動に及ぼす誘導効果の研究」，

代表研究者：四辻裕文，期間：平成 25(2013)年度，助成金額：1,160 千円 

 

◆平成 26（2014）年 

22. 本州四国連絡高速道路株式会社との共同研究 

神戸大学との包括研究協定を結んでいる本州四国連絡高速道路株式会社との共同研究  

「コンクリート表面保護工の要求性能に関する研究」，平成 26(2014)-27(2015)年度 総経費

3,000 千円 森川英典 

23. 一橋大学経済研究所規範経済学研究センターとの共同研究 

一橋大学経済研究所規範経済学研究センターの頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワ

ーク推進プログラム｢トランスポジショナル(位置越境)なケイパビリティ指標の作成に向けた

国際共同研究｣に喜多秀行教授と四辻裕文特定助教が，科学研究費基盤研究(A)｢潜在能力アプロ

ーチによる個人の選択機会集合の多次元指標の開発に関する基礎的研究｣(研究代表者：一橋大

学後藤玲子教授)に喜多秀行教授が，科学研究費基盤(A)「「地域社会がつくる公共交通計画」

のための計画策定と社会選択の方法論｣（研究代表者：喜多秀行教授）に一橋大学の後藤玲子教

授が参画し，経済哲学と土木計画学の学際領域で“潜在能力に基づく計画方法論の構築と計測

法の開発”を行っている． 

 

◆平成 27（2015）年 

  24.（一財）港湾空港総合技術センター研究開発助成 

「瀬戸内海周辺海域を対象とした巨大高潮・高波災害評価技術の開発」，代表者：内山雄介，

経費総額：1,500 千円，期間：2015 年度 

25. JICA 支援による開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業 

「Construction Safety Improvement applying OSV monitoring at Jakarta MRT Project」

における技術指導，芥川真一 

26．第 21 回国際運輸交通流理論シンポジウム(ISTTT21)の開催 

2015 年 8 月に神戸国際会議場で「第 21 回国際運輸交通流理論シンポジウム(ISTTT21)」（オ

ーガナイザー：喜多秀行教授，事務局長：井料隆雅教授）を開催した．本シンポジウムは，交

通工学に関する理論研究分野で最も権威のある歴史の長い国際会議であり， 25 の国・地域から

約 240 名が参加して活発な研究討議が行なわれた． 
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◆平成 28（2016）年 

27. OSV 研究会を一般社団法人化 

芥川真一教授が推進している安全・危険情報を可視化する産官学連携の研究会は平成 28 年 11

月に一般社団法人 On-Site Visualization 研究会となり，神戸大学内に事務局を設置して活動

を継続している． 

 

28. 株式会社高速道路総合技術研究所（NEXCO 総研）との共同研究 

「路面側面表示を用いた車速誘導による交通安全対策に関する研究」， 

2017 年度，総経費 7,797 千円 研究代表者：喜多秀行、四辻裕文 

 

 

■電気電子工学専攻 

◆平成 16(2004)年 

1. 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO) 

経済産業省が推進する国家プロジェクト「半導体 MIRAI プロジェクト」からの受託研究，平

成 16(2004)-22(2010)年度，総配分額 23,216 千円 

 

◆平成 21(2009)年 

2. 戦略的創造研究推進事業(CREST) 

独立行政法人科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業(CREST)「原子論から始まる統合シミ

ュレータの開発」が採択された。平成 21(2009)-26(2014)年度，総経費 221,784 千円 

3. 近畿経済産業局地域イノベーション創出研究開発事業 

近畿経済産業局地域イノベーション創出研究開発事業「プラズマチューブアレイを用いたフ

レキシブル紫外光源用材料の研究開発」平成 21(2009)-22(2010)年度，総経費 86,346 千円，配

分額 8,917 千円 

 

◆平成 22(2010)年 

4. NRF/JSPS 二国間交流事業 共同研究（韓国） 

National Research Foundation of Korea／日本学術振興会 二国間交流事業共同研究「マル

チモーダル・マルチタスク個人認証システムの開発」に採択。平成 22(2010)年 7 月 1 日-平成

24(2012)年 6 月 30 日，総経費 2,400 千円 

 

◆平成 23(2011)年 

5. 革新型太陽光発電国際拠点整備事業(NEDO) 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)，「革新的太陽発電技術研究開発(革

新型太陽光発電国際拠点整備事業)高効率集光型太陽電池セル，モジュール及びシステムの開発

(日 EU 共同開発)集光型太陽電池用量子・ナノ構造の創製及び評価解析技術の開発(WP2)におけ

る量子・ナノ構造集光型セルの評価解析技術の開発」に採択された。平成 23(2011)-26(2014)
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年度，配分額 26,283 千円 

6. 経済産業省課題解決型医療機器等開発事業 

経済産業省課題解決型医療機器等開発事業「患者と医療従事者負担解決のためのオーダーメ

イド型紫外線治療機器の開発」平成 24-26 年度，総経費 179,830 千円，配分額 3,600 千円 

7. 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構イノベーション実用化開発事業 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構イノベーション実用化開発事業（産業技

術実用化），「水銀フリー面型ナローバンド深紫外光源の実用化開発」平成 23-24 年度，総経費

71,108 千円，配分額 6,555 千円 

8. 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO) 

経済産業省が推進する先導的産業技術創出事業（若手研究グラント）からの補助金，平成

23(2011)-27(2015)年度，総配分額 44,450 千円。廣瀬哲也 

 

◆平成 24(2012)年 

9. 4th International Workshop on Quantum Nanostructure Solar Cells 主催 

第４回量子構造太陽電池の国際ワークショップを喜多隆教授（電気電子）が実行委員長を務

め平成 24 年 12 月 4 日（火）‐5日（水）にわたって開催した。約 100 名の参加者を得て海外か

らの 2 名の講演を含むすべて英語による合計１７件の招待講演を行い，量子構造を利用した太

陽電池の目指すべき具体的な数値目標を明らかにするとともに，高変換効率を実現するために

要求されている課題を，デバイス技術，結晶成長技術，物性評価，理論計算・シミュレーショ

ンの観点から具体的に議論し，開発の方向性を明らかにした。 

 

◆平成 26(2014)年 

10. JSPS 二国間交流事業 共同研究（チェコ） 

二国間交流事業共同研究「不純物ドープ Si ナノ結晶：フォトニクス，バイオ応用に向けた新

奇ナノマテリアル開発」に採択。平成 26-27 年度，総配分額 4,746 千円 

11. International symposium on recent progress of photonic devices and materials 2014 主  

催 

フォトニックデバイスおよび材料に関する国際シンポジウムを小島磨准教授（電気電子）が

実行委員長を務め平成 26 年 11 月 13 日（木）‐14 日（金）にわたって開催した。約 80 名の参

加者を得て海外からの 3名の講演を含むすべて英語による合計１3件の招待講演，2件の一般講

演および 20 件のポスター発表を行い，量子ドットや量子井戸などの半導体ナノ構造を利用した

量子情報通信，超高速光通信，太陽電池およびテラヘルツ関連デバイスへの応用に関する最先

端のトピックスについて具体的に議論した。 

 

◆平成 27(2015)年 

12. 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)、高性能・高信頼性太陽光発電の発

電コスト低減技術開発（革新的新構造太陽電池の研究開発）事業 

「超高効率・低コストⅢ－Ⅴ化合物太陽電池モジュールの研究開発「量子ドットセル評価」」，
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平成 27(2015)-29(2017)年度，総経費 50,000 千円 

13. 科学技術振興機構(JST)国際科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プログラム） 

Visegrad Group (V4)-Japan Joint Research Program, Advanced Materials, "Nanophotonics 

with Metal: Group-IV-Semiconductor Nanocomposites: from Single Nanoobjects to Functional 

Ensembles" 平成 27.11-平成 30 年度，平成 27 年度 600 千円 

 

◆平成 28(2016)年 

14. 高度通信・放送研究開発委託研究(NICT)、Web 媒介型攻撃対策技術の実用化に向けた研究開発 

Web 媒介型攻撃の網羅的な観測・分析に基づくユーザ環境のセキュリティ高度化(分担)、平成

28(2016)-32(2020)年度、配分額 25,000 千円 

15. 科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業(JST CREST)、イノベーション創発に資する人工知能

基盤技術の創出と統合化 

複数組織データ利活用を促進するプライバシー保護データマイニング（分担）、平成

28(2016)-30(2018)年度、配分額 25,900 千円 

 

 

■機械工学専攻 

◆平成 16（2004）年 

1. 近畿経済産業局 地域新生コンソーシアム研究開発事業 

「仮想倣い加工を用いた自律知能型 NC 工作機械制御技術の確立」 

平成 16(2004)-17(2005)年度，総経費 113,602 千円。白瀬敬一 

2. 独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト(作業知能(生産分野)の開発) 

レスキュー活動支援用操縦型重作業ロボットの研究開発(代表)平成 16(2004)～17(2005)年

度，28,962 千円 横小路泰義 

 

◆平成 17（2005）年 

3. (独)科学技術振興機構・地域研究開発推進プログラム 

「パラレル・ナノライティングシステムの開発とナノデバイス創製への応用」（代表），(独)

科学技術振興機構研究成果活用プラザ京都，2005 年度～2007 年度 総経費 90,000 千円 磯野

吉正 

 

◆平成 20（2008）年 

4. 独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

機種切り替えが迅速かつ長時間連続操業可能なロボットセル生産システムの研究開発」(三菱

電機との協同実施)（代表）平成 20(2008)～21(2009)年度，20,085 千円 横小路泰義 

5. セコム科学技術振興財団研究助成金 

自律型飛行船ロボットを用いた自動情報収集・提示システムの構築.平成 20(2008)-23(2011)
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年度，総経費 89,000 千円（地震などの大規模災害後に上空から被災情報を自動収集するシステ

ムの構築）深尾隆則 

6. 科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業（CREST） 

生体超分子援用フロンティアプロセスによる高機能化ナノシステム（分担）平成 20(2008)～

25(2013)年度，配分額 67,500 千円 磯野吉正 

 

◆平成 23（2011）年 

7. トヨタ自動車株式会社との共同研究 

ナノ組織制御 Mg 合金の研究， 平成 23(2011)～24(2012)年度，総経費 14,400 千円 

向井敏司 

8. 本州四国連絡高速道路株式会社との共同研究 

神戸大学との包括研究協定を結んでいる本州四国連絡高速道路株式会社と以下の共同研究を

実施している．阪上隆英 

「赤外線サーモグラフィによる橋部材の損傷・劣化の遠隔検出・評価法」， 

平成 23(2011)-27(2015)年度 総経費 18,600 千円 阪上隆英 

 

◆平成 24（2012）年 

9. セルビア ベオグラード大学との国際共同研究 

 佐藤隆太 

10. JSPS 二国間交流事業共同研究（オーストリア／ウィーン工科大学（H23.4～H25.3）） 

研究課題 「ナノ物性評価 MEMS デバイスによる半導体ナノワイヤの応力誘起電子伝導の解明」

磯野吉正 

11.  外務省からの依頼によるインド情報技術大学ジャバルプル校での出張講義（H24.10） 

佐藤隆太 

 

◆平成 25（2013）年 

12. JSPS 二国間交流事業共同研究（中国／上海交通大学（H25.4～H27.12）） 

 研究課題 「相変化物質スラリーの非平衡流動と伝熱特性およびメカニズムに関する研究」 

 川南剛 

 

◆平成 26（2014）年 

13. 科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業・先端的低炭素化技術開発（ALCA）— 革新的省・

創エネルギーシステム・デバイス領域 

研究課題「階層構造磁気蓄熱再生器を持つ磁気ヒートポンプの開発」川南剛 

 

14. イタリア フィレンツエ大学との国際共同研究および学術交流協定の締結 

佐藤隆太 
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◆平成 27（2015）年 

15. クロスアポイントメント適用教員として、産業技術総合研究所・特定フェローに着任 

（H27.10〜） 

川南剛 

16.  神戸大学医学部肝胆膵外科分野との共同研究 

生体内で分解される外科手術用クリップを共同開発した。研究成果は日刊工業新聞、産経新

聞、神戸新聞、Yahoo ニュースなどに掲載された。また、同研究課題は平成 27 年度兵庫 COE プ

ログラム推進事業（応用ステージ研究）に採択され、胆管閉鎖用クリップの実用化研究へと発

展している。(総経費 9，980 千円) 向井敏司 

 

◆平成 28（2016）年 

16. 近畿経産局 戦略的基盤技術高度化支援事業「生体内分解性ステープルの量産技術開発」 

（H28.9～） 

    生体内で分解される外科手術ステープルを製品化するための共同開発を、本学医学研究科、

県内企業などと実施している。（平成 28 年度総経費 64,763,千円） 向井敏司 

17. 台湾 精密機械研究発展中心との国際共同研究および学術交流協定の締結 

佐藤隆太 

 

◆平成 29（201７）年 

18. JAXA，九州大学，兵庫県立大学，室蘭工業大学との共同研究による国際宇宙ステーション実験 

安定した微小重力環境下での沸騰・二相流実験を、国際宇宙ステーション・実験モジュール

「きぼう」で 2017 年 7 月から世界で初めて実施する。 浅野等 

19. NEDO 事業 「ベンチャー企業等による新エネルギー技術革新支援事業」 

(株)ツツイ（一般社団法人 超スマート社会建設協議会正会員：SSCA）、学術・産業イノベー

ション創造本部 超スマートコミュニティ推進室）と機械工学専攻との共同提案「再エネ普及と

排熱利用を促進する小型軽量真空断熱配管の開発」が風力発電その他未利用エネルギー分野で

採択された。 浅野等、塩澤大輝 

 

 

■応用化学専攻 

◆平成 17（2005）年 

1. NEDO 産業技術研究助成事業 

活性酸素ストレスによる細胞生理の制御に基づいた機能性バイオプロダクト生産技術の開発。

平成 17(2005)～19(2007)年度，総経費 40,000 千円 

この研究では，光合成微生物の一種，緑藻ヘマトコッカス プルビアリスにより，二

酸化炭素から抗酸化物質のアスタキサンチンを効率的に生産する手法を確立した。二

酸化炭素から有用物質を生産するプロセスは，温室効果ガスの削減のために，現在，

世界的に盛んに研究が進められているが，本学が立地する神戸市，ならびに隣接する
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阪神工業地帯や瀬戸内工業地域は，二酸化炭素の大規模発生源である火力発電所が多

数立地する地域であり，そうしたプロセスの実用化に対する期待が大きい。したがっ

て，本研究の成果やこれを発展させるための研究は，神戸市や兵庫県に所在する発電

事業場，ならびに化学企業に有益な技術を供与し，大きく貢献することが期待される。 

2. NEDO 水素安全利用等基盤技術開発 

水素インフラに関する研究開発/膜分離法およびプレート方コンパクトリアクターを用いた

水素ステーション用改質システムの開発。平成 17(2005)～19(2007)年度，配分額 41,083 千円 

3.  アズワン株式会社との共同研究 

コンビバイオ創薬システムの開発。平成 17(2005)-19(2007)年度，総経費 51,950 千円 

 

◆平成 18（2006）年 

4. NEDO 大学発事業創出実用化研究開発 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）大学発事業創出実用化研究開発事業「人工抗

体を用いた植物病早期診断法の開発」平成 18(2006)-20(2008)年度 90,000 千円 

 

◆平成 19（2007）年 

5. 財団法人交流協会 日台共同研究事業 

健全な水環境維持に貢献する階層構造をコントロールした新規中空糸膜モジュールの設計開

発。 

 

◆平成 20（2008）年 

6. 2008 Joint Symposium on Molten Salts 主催 

電気化学会溶融塩委員会が主体となり，第 8 回国際溶融塩技術シンポジウム（ＭＳ

８），第 2 回       

アジア溶融塩技術シンポジウム，第 40 回溶融塩討論会の合同シンポジウムを開催。

約 400 名の参加者の下，出来成人教授（現・名誉教授）が大会の実行委員長を務めた。 

平成 24(2012)年 1 月 23 日～平成 24(2012)年 1 月 29 日 (7 日間) 

 http://msc.electrochem.jp/international.files/ms8/  

7. 日本学術振興会国際交流事業「国際研究集会」助成による第５回分子インプリンティ

ングに関する国際会議 （MIP2008）開催 

日本学術振興会平成 20 年度国際研究集会助成事業による「第 5回分子インプリンテ 

ィングに関する国際会議(5th International Workshop on Molecular Imprinting) 」，

 平成 20(2008)年 9 月 7 日～平成 20(2008)年 9 月 11 日 (5 日間) 

8. 神戸大学・グローバル COE プログラム「統合的膜生物学の国際教育研究拠点」 

応用化学専攻として大村が参画，平成 19(2007)〜23(2011)年度 

9. ダイキン工業株式会社からの受託研究 

低 GWP 冷媒候補ガスの熱物性の精密測定。平成 20(2008)～23(2011)年度  

10. NEDO 提案公募型開発支援研究協力事業 
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中国における地下水の飲用化に関する実用化研究。平成 20(2008)～21(2009)年度，配分額

13,740 千円 

11. NEDO 水素・輸送・貯蔵システム等技術開発 

水素製造機器要素技術に関する研究開発/CO2 膜分離法を道板水素製造装置改質システム。 

平成 20(2008)～22(2010)年度，配分額 37,866 千円 

12. NEDO エネルギー使用合理化技術戦略的開発 

エネルギー有効利用基盤技術先導研究開発/メンブレンを用いた省エネ型 CO2 分離・回収技術

の研究開発。平成 20(2008)～21(2009)年度，配分額 12,967 千円 

 

◆平成 22（2010）年 

13. NEDO 受託研究 

NEDO 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発／次世代技術開発」における成果に関する

プレスリリース。「ソフト溶液プロセスを基盤とする高容量電極材料の研究開発」（平成 20(2008)

～23(2011)年度，総経費 77,160 千円，配分額 59,310 千円）において，平成 22(2010)年 3 月 25

日に「従来の理論容量を超越した酸化スズ系負極材料を開発―電気自動車の性能，飛躍的に向

上へ－」プレスリリースされた。 

http://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_0018-2A.html 

14. 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 

イノベーション実用化開発費助成金「分子間相互作用測定装置の開発・実用化事業」に採択

（コニカミノルタオプト株式会社との共同研究）。平成 22(2010)-23(2011)年度 総経費 

72,361 千円 

15. 神戸大学－カネカ 包括連携協定 

神戸大学－カネカ包括連携協定に基づき，生産技術領域における研究プロジェクトに大村が

領域代表者として参画，平成 23（2010）～現在，総額 19,000 千円 

16. NEDO 次世代機能代替技術の研究開発 

生体内で自立的に成熟する臓器再生デバイスのための基盤研究開発。平成 22(2010)～

25(2013)年度，配分額 13,750 千円 

 

◆平成 23（2011）年 

17. 新コスモス電機との共願特許に基づく事業 

新コスモス電機株式会社との共同研究により得られた成果による特許第 4552008 号 

水素ガスセンサに用いられる薄膜状の金属酸化物イオン伝導体の製造方法」により新

コスモス電機株式会社の製造したセンサが製品化。本成果に基づく事業収益の一部が

本学に特許補償された。（現在継続中） 

18. 環境省地球温暖化対策技術開発等事業 

セルロース系廃棄物を原料に副生成物交互利用等による低コスト BE 製造技術実証研究。平成

23(2011)～24(2012)年度，配分額 18,984 千円 
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◆平成 24(2012)年  

19. 戦略的創造研究推進事業（CREST）採択 

独立行政法人科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業（CREST）研究領域「エネルギー高効

率利用のための相界面科学」において「多孔性電極中のイオン輸送現象の解明と高出入力電池

への展開」が採択された。（総経費 400,000 千円，配分額 106,000 千円）（根拠資料：採択通知） 

20. 独立行政法人科学技術振興機構戦略的国際科学技術協力推進事業「日本－中国研究交流」 

高性能微生物を導入した無酸素ろ過および膜分離活性汚泥法を用いたコークス化廃水からの

難分解性物質と高濃度窒素の除去。平成 24(2012)～27(2013)年度 

21. 株式会社三菱化学科学技術研究センター及び三菱化学株式会社との共同研究 

水素化触媒に関する共同研究。平成 24 (2012)-25（2013）年度 

22. JX 日鉱日石エネルギー株式会社との共同研究 

還元反応プロセスに関する共同研究。平成 24(2012)年度，総経費 300 千円 

23. 二国間交流事業共同研究（南アフリカ） 

「バイオ燃料生産のための高機能酵母の創製」（2,500 千円） 

24. 二国間交流事業共同研究（中国） 

「ツィンコミクスを用いたバイオエタノール産生用微生物細胞工場の創製」（1,500 千円） 

   25. 二国間交流事業共同研究（インドネシア） 

「酵母細胞表層工学によるエタノール・マンノオリゴ糖生産の統合バイオプロセス開発」 

（2,500 千円） 

26. 地球規模課題対応国際科学技術協力事業 

「インドネシアにおける統合バイオリファイナリーシステムの開発」（29,071 千円） 

27. サスティナブルケミストリー（日本触媒）寄附講座の設置 

サスティナブルケミストリーによる産業化を目指した産学連携研究・教育の推進。日本触媒

単独の寄附講座としては全国の大学で初めての取り組み。 

平成 24(2012)年 7 月～平成 29(2017)年 6 月（5年間）、総経費 255,000 千円 

 

◆平成 25(2013)年 

28. 先端膜工学研究推進機構を一般社団法人化 

2007 年に設置した「先端膜工学研究推進機構」を平成 25 年度より一般社団法人化した。現在

企業会員は 51 社である。 

29. 二国間交流事業共同研究 

相変化物質スラリーの非平衡流動と伝熱特性およびメカニズムに関する研究（上海交通大学

 H25-H27） 

30. 第 20 回クロマトグラフィーシンポジウムおよびワークショップ開催 

第 20 回クロマトグラフィーシンポジウムおよび併設してワークショップ「日本のバイオアナ

リシス分析法バリデーション規制に関する『産・官・学』の取組み」を神戸大学の共催で開催

した。(H25.6.5-7) 

31. 平成 25 年度「個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発 (国際基準に適合した次世代
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抗体医薬等の製造技術)」 

経済産業省からの平成 25 年度「個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発 (国際基

準に適合した次世代抗体医薬等の製造技術)」に係る委託事業を「次世代バイオ医薬品製造技術

研究組合」が実施するに際し、研究開発事業を分担 (平成 29 年度までの 5年間) 

 

◆平成 26(2014)年 

32. NEDO 新エネルギーベンチャー技術革新事業 

新エネルギーベンチャー技術革新事業/膜分離法を用いたバイオガスからのCO2分離回収技術

の開発。平成 26(2014)～27(2015)年度，総経費 58,843 千円，配分額 10,846 千円 

33. NEDO エネルギー・環境新技術先導プログラム  

エネルギー・環境新技術先導プログラム/高機能 CO2 選択透過膜を用いた低コスト省エネルギ

ー型 CO2 分離・回収技術の開発。平成 26(2014)～27(2015)年度，総経費 76,923 千円，配分額

18,505 千円 

   34. アジアコーティングワークショップ（ACW2014）開催 

日本・中国・韓国・台湾のコーティングに関するワークショップ(2014 年 5 月 8 日・9 日)を

主催した．参加者 70 名（うち海外から 30 名）を得た。 

35. 膜国際ワークショップ 2014（iWMK2014）開催 

先端膜工学センターの主催で 2014 年 11 月 14 日に開催（於神戸大学統合研究拠点コンベンシ

ョンホール）。産学官から参加者約 110 名。海外から 4大学、12 名が参加。 

  36. 戦略的イノベーション創造プログラム 

「リアクティブ3Dプリンタによるテーラーメイドラバー製品の設計生産と社会経済的価値共

創に関する研究開発」（平成 26(2014)〜平成 30(2018)）を素材研究開発チームリーダーとして

獲得した．また研究開発責任者であるシステム情報学研究科貝原俊也教授とともに，3D スマー

トものづくりセンターを設立した．総経費 1000,000 千円，応用化学専攻配分額 270,000 千円 

 

◆平成 27(2015)年 

37. NEDO 戦略的省エネルギー技術革新プログラム 

戦略的省エネルギー技術革新プログラム/省エネルギー技術開発事業の重要技術に係る周辺

技術・関連課題の検討/耐溶剤性分離膜を用いた革新的省エネルギープロセス開発についての調

査。平成 27(2015)年度，総経費 10,000 千円，配分額 3,001 千円 

38. 第１回レオロジーに関する国際シンポジウム 

日本レオロジー学会および日本バイオレオロジー学会が主催していたレオロジー討論会を神

戸大学に誘致し，これまで英語セッションとして留学生向けに行われていたセッションを拡大

し，第１回レオロジーに関する国際会議として，神戸大学が主催として平成 27 年 9 月 23 日〜2

5 日に開催した．海外招待講演者 4名，国際シンポジウム講演数 1００件（討論会全体 218 件）．

参加者 355 名（海外からの参加者 29 名）． 

39. 膜国際ワークショップ 2015（iWMK2015）開催 

先端膜工学センターの主催で 2015 年 11 月 20 日に開催（於神戸大学瀧川記念学術交流会館）。
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産学官から参加者約 90 名。海外から 8大学、18 名が参加。 

40. NEDO エネルギー・環境新技術先導プログラム  

「正浸透法を用いた革新的省エネ型水処理技術の開発」平成 28(2016)年 1 月～平成 30(2018)

年 1 月（2年間），総経費 147,986 千円，配分額 97,776 千円 

 

◆平成 28(2016)年 

41. The 9th International Conference on Green Composites 

日本材料学会複合材料部門が主催する The 9th International Conference on Green Compos

ites を神戸大学にて 2016 年 11 月 2～4日に開催した。アジア圏を中心に約 130 名程度，計 10

か国からの研究者が参加した。 

42. 膜国際ワークショップ 2016（iWMK2016）開催 

先端膜工学センターの主催で平成 28(2016)年 7 月 30 日に開催（於神戸大学瀧川記念学術交流

会館）。産学官から参加者約 70 名。海外から 11 大学、42 名が参加。 

43．研究成果最適展開支援プログラム(A-STEP)ステージⅡ シーズ育成タイプ（JST）  

「CO2選択分離膜を用いた次世代型省エネ換気システムの開発」平成28(2016)～平成 30（2018）

年度，配分額 34,000 千円 

44．マッチングプランナープログラム（JST）  

「金属錯体系イオン液体を酸素キャリアとする酸素選択分離膜の創製」平成 28(2016)年度，

2,500 千円 

45. 日本・アジア青少年サイエンス交流計画(さくらサイエンスプラン)（JST） 

マレーシア工科大学から大学院生 10 名及び教員 1 名を招聘し共同研究活動を実施（平成

29(2017)年 2 月 27 日～平成 29(2017)年 3 月 10 日）。2,277 千円 

46. 公益財団法人新産業創造研究機構 受託研究   

有機物データと膜ろ過データの集積及びデータベース化。平成 28(2016)年度，2,187 千円 

47. 一般財団法人石炭エネルギーセンター 受託研究  

革新的 CO2分離回収技術の調査。平成 28(2016)年度，999 千円 

 



神戸大学工学部・大学院工学研究科 

42 

 

３．地域貢献  

 

■建築学専攻 

建築学専攻は、公的機関の建築審議会や都市計画審議会への学識経験者として参画、地域振興や地

域研究、各種計画の立案、指導、研究を積極的に進めている。特に神戸市をはじめとする基礎自治体

の都市計画、地域振興に関する政策立案に大きく貢献している。 

  建築学は、本来、地域の文化財の保護や都市計画、施設計画、環境マネジメントを本来の研究テー

マとしており、地域そのものが研究対象となっている。その成果は、学術的な成果となるか、地域に

も還元され、多方面で役立っている。 

中でも、阪神淡路大震災の経験は、震災メカニズム、その後の地域復興支援、復興計画・復興政策

評価に関する学術研究において、地域に貢献するとともに、その経験が東日本大震災の復興において

も役立っている。その一例が、阪神淡路大震災の経験、研究蓄積を踏まえて申請された 21 世紀 COE プ

ログラムの採択であり、平成 15(2003)-19(2007)年度にかけて 21 世紀 COE プログラム「安全と共生の

ための都市空間デザイン戦略」（総経費413、114千円、直接経費395、540千円、間接経費(平成18(2006)、

19(2007)年度）17、574 千円）が実施され、地域連携及び国際発信、神戸大学の組織充実の面でも大き

な成果をあげた。 

この研究プロジェクトでは、神戸大学を拠点に、昭和 55(1980)年以降学術交流・国際交流を継続し

てきたワシントン大学や近年甚大な地震・津波災害に遭遇したインドネシア・ガジャマラ大学との共

同研究を進め、国際シンポジウム、被災地でのワークショップ等も行っている。またもっとも被害の

大きかった神戸市長田区に「神戸デザインスタジオ」を設置し、研究活動の拠点を形成した。神戸大

学、神戸デザインススタジオは、地域連携を推進するとともに国際発信の拠点として大きな役割を演

じた。神戸デザインスタジオでは、COE の連続セミナーや地元との連携プログラムが開催され、平成 2

0(2008)年には、長田区民とワシントン大学・神戸大学の若手研究者が共同で、復興街づくりをテーマ

としたシャレットも実施された。 

COE プログラムは平成 19(2007)年度に終了するが、神戸大学の大学院先端融合研究環の再編におい

ても重点研究部の一つに「安全と共生の都市学」を設置し、恒常的な研究グル―プとして現在に至っ

ている。また平成 24(2012)年には建築学専攻内に持続的住環境創成（積水ハウス）寄附講座が設置さ

れた（平成 24(2012)年 4 月から平成 30(2018)年 3 月、総額 98、000 千円）。ここでは、安全と共生の

理念が受け継がれ、地域文化と緊密に結びついて維持されてきた生活様式、歴史的環境をも視野に含

めた社会的共生、現在深刻化しつつある地球規模での環境問題（自然共生）と実践的に向き合い、将

来に向けた持続可能な住環境を具体的に創造していくことを目指した研究プログラムが地域との連携

を重視し進められる予定である。 

 平成 21 年度～平成 25 年度において、神戸大学と兵庫県との共同型協力研究契約並びに、兵庫県、

防災科学技術研究所、神戸大学の三者によるＥ－ディフェンスを活用した減災対策の研究を実施して

いる（総経費 72、202 千円）。振動特性に基づく建物健全度評価技術開発における「随時型検査方法」

の研究に関しては、兵庫県民の安全・安心に寄与する施策化をにらみ、長周期・長時間の改良工事後

の新たな性能の活用や新しい補修や耐震補強技術開発への期待等が評価され、兵庫県の平成 25 年度県
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予算で、先進性、創造性、斬新さ等を有する事業に対して措置するために創設された、チャレンジ枠

にノミネートされた。 

 

その他，以下の活動を通して地域に貢献している。 

（1）地域の未指定文化財建造物の調査と報告書の刊行（黒田龍二） 

   『香美町寺社建築調査報告書』（香美町教育委員会、平成 25 年） 

（2）文化財保護審議会委員としての地域の文化財保護に貢献（黒田龍二、中江研） 

   兵庫県、岡山県、神戸市、伊丹市、西宮市、赤穂市、丹波市、篠山市（以上、黒田）、芦屋市（中

江） 

（3）福良まちづくり防災ワークショップ(2011-2013) （遠藤秀平） 

（4）東日本大震災 復興まちづくり支援（近藤民代） 

阪神・淡路大震災を経験した被災地大学として、東日本大震災の被災地大槌町の復興まちづくり

を支援している。かつての被災地神戸の復興まちづくりにかかわった関係者と連携しながら、被災

地の学生たち（神戸大生、大槌高校生）が復興まちづくりの担い手になることを目標として、同町

において 3カ月に一度の定点観測や、復興について考えるワークショップを実施している。本活動

は神戸大学震災復興支援・災害科学研究推進室や兵庫県および六甲アイランド基金などの地元の活

動助成を得ながら行われている。 

（5）高経年住宅団地再生プロジェクト（2014－）（三輪康一，栗山尚子） 

鶴甲団地を対象に，公社住宅のリノベーション提案を行い，2015 年度からは神戸大学工学研究科

と神戸すまいまちづくり公社との連携協定のもとで，空家住宅の活用や団地魅力発見・発信の取

り組みを，公社からの受託研究（2015），本学の地域連携事業（2015）として進めている． 

（6）北海道大樹高校との高大連携活動（2015－）（高田暁，中嶋麻起子） 

神戸大学の高田研究室に所属する学生と北海道大樹高校の 2学年の生徒全員が合同で、建築環境

に関する研究調査活動を、北海道・大樹町で行った（京都大学の鉾井・小椋研究室と合同）。こ

の模様は、北海道新聞、十勝毎日新聞に取り上げられた。 

 

＜競争的資金による貢献＞ 
■建築学専攻 

平成 16・17 年度兵庫県 COE プログラム推進事業「南海地震と山崎断層の地震を想定した免震建築

物の安全対策」 

兵庫県において大きな被害が想定される南海地震と山崎断層地震に対して免震建築物の安全対策

を行う研究を、バンドー化学等と共同で実施した。パッシブダンパーを用いた免震住宅の耐震補強、

可変ダンパーを用いたセミアクティブ制御による一般免震構造の安全対策のみならず機能性の向上

や居住性の向上を兼ね備えた性能向上が可能であることを示した。 

 

■市民工学専攻 

市民工学の複数の教員は，関西圏、とりわけ地元である兵庫県，神戸市，等の地方行政機関の公的

審議会等に有識者あるいは学識経験者として参画し、地方行政の施策立案のために多大なる貢献を果
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たしている。平成１１年に発足した現在の『神戸の減災研究会』は，神戸大学市民工学専攻・都市安

全研究センターの複数の教員が中心的な役割を果たし，兵庫県南部地震で壊滅的な被害を受けた神戸

市の復興・復旧に尽力してきた。平成 25 年以降は，神戸市と神戸大学の連携協定に基づき，神戸市の

減災施策立案のためのシンクタンク的役割を担っている。 

 

■電気電子工学専攻 

阪神・淡路大震災の記憶を次の世代に語り継ぐイベント「ルミナリエ」において，平成 18 年度より

毎年募金箱の提供および募金活動への協力を行っている。この募金箱は電気電子技術における最新の

研究成果を応用した募金箱となっており，新聞・テレビ等で毎年大きく採り上げられている。平成 25

年度は学生地域アクションプラン採択事業として募金箱制作を行っている。また，制作にあたっては，

神戸芸術工科大学や神戸ベンチャー研究会と連携するなど地域連携を盛んに行っている。 

 

水都大阪フェス 2012 における，大阪水辺バルイベントにおいて，ナビゲーション研究の成果を応用

した案内システムを実運用した。システムは 2 万アクセス以上を記録し，多くの参加者が最新の研究

成果を実世界で体験した。 

 

2012 年 11 月に大阪万博公園で開催された「AR 宝探し in 万博公園」において，安全に公園散策を行

うためのシステムを提供し，実際に利用された。 

 

2013 年 3 月に大阪梅田で行われた観客参加型演劇「YouPlay Vol.0」において，最新の行動認識技術

を用いたシステムを提供し，全 40 公演を行った。行動認識技術の実世界応用に新たな道を開いた。 

 

■機械工学専攻 

機械工学専攻では、兵庫県下の企業および公益財団法人新産業創造研究機構と本学医学研

究科との共同研究を実施し、医療用デバイスの開発を推進することにより、兵庫県下での産業

創成と発展に貢献している。 

 

＜競争的資金による貢献＞ 

近畿経済産業局 地域新生コンソーシアム研究開発事業「RT 応用メッシュセンサによるユビキタス

防犯・防災システム」 

平成 18(2006)-19(2007)年度，総経費 114,000 千円。神戸市のベンチャー企業(株式会社シンクチ

ューブ，株式会社創発システム研究所，明興産業株式会社)や NPO 法人(国際レスキューシステム研

究機構神戸ラボラトリー)等と共同開発を実施. 深尾隆則 

 

近畿経済産業局 戦略的基盤技術高度化支援事業（サポーティングインダストリー）「高度通信サ

ービス技術とリアルタイム映像解析技術を用いた産業用ロボット向け機能安全システム機構の開発」 

平成 19(2007)-21(2009)年度，総経費 119，942 千円。神戸市のベンチャー企業(株式会社シンクチ

ューブ)等と共同開発を実施. 深尾隆則 
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■応用化学専攻 

 

＜競争的資金による貢献＞ 

地域企業との継続的共同研究による貢献 

兵庫県下の企業と 20 年以上にわたる共同研究を実施し，企業内では実行しがたい萌芽的研究テー

マを研究指導すると共に，共同研究員の受入を通して社会人再教育を行ってきた。 

 

大学発ベンチャー企業の起業 

神戸大学での萌芽的基礎研究を基に大学発ベンチャー企業を起業すると共に，兵庫県 COE プログ

ラム推進事業（平成 24(2012)年度）に採択され，兵庫県下での産業創成と発展に貢献している。 

 

平成 17・18 年度兵庫県 COE プログラム推進事業 

「遺伝子治療用アデノウイルスベクターの高効率生産に向けた基盤技術の構築」 

遺伝子治療は，治療に必要な遺伝子を患者の体細胞に注入し，発現させることによって，疾患

を治療しようとする次世代の医療技術である。遺伝子治療を実施するためには，治療のための遺

伝子を患者の細胞に安全に効率よく送り込む遺伝子導入技術が不可欠であり，そのためのベクタ

ーとして多用されているアデノウイルスベクターの高効率生産に向けた基盤技術の構築を目指し

て，癌遺伝子治療用医薬品の開発を進める神戸市のバイオベンチャー企業および兵庫医科大学と

申請を行い，平成 17(2005)〜18(2006)年度の 2年間採択された。神戸市では，ポートアイランド

において先端医療技術の研究開発拠点を整備し，産学官連携により，21 世紀の成長産業である医

療関連産業の集積を図る「神戸医療産業都市」を推進しており，こうした研究開発は地域の医療

関連産業振興の一助となるものである。 
 

ひょうご産学学官アライアンス事業 

ひょうご産学学官アライアンス事業の助成を得て，本学および新産業創造研究機構・神戸

市立工業高等専門学校と地域の企業数社とともに産学学官による研究会“潜熱輸送スラリー

の実用化研究会”を発足させた。本研究会には神戸市環境局からもオブザーバー参加をいた

だき，神戸市の事業に貢献できる潜熱輸送システムの構築を目指している。また平成 23(20

11)年度には第１回潜熱工学シンポジウムを神戸大学にて開催し，本研究会で得られた成果

を広く発信した。さらに平成 24(2012)年 12 月には第２回潜熱工学シンポジウムを，神戸大

学にて開催する予定である。 

 

平成 25・26 年度兵庫県 COE プログラム推進事業(環境・エネルギーイノベーション特別枠) 

「浸透圧発電-膜分離活性汚泥法のハイブリッド化新規省エネ型下水処理システムの開発」 

下水処理の低エネルギー化を目指し、膜分離活性汚泥法（MBR）と浸透圧発電（PRO）を

組み合わせた全く新しい低エネルギー消費型下水処理システムの構築を、本学および新産

業創造研究機構と地域の企業２社とともに検討した。2 年間の本事業により、技術的妥当

性の検証、最適な膜の創製など構成技術要素の性能基準の明確化・基礎データの取得を行
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い、本システムの可能性を確認した。 

 

＜国際会議開催による貢献＞ 

第 10 回相変化物質およびスラリーに関する国際会議主催 

これまで主としてヨーロッパで開催されていた国際会議を神戸市に誘致し，神戸大学にて開催し

た。開催資金には神戸コンベンション協会および中内力財団の補助を得たが，主として参加費と神

戸大学の資金を用いた。国内外から約１２０名の参加を得て，懇親会には神戸市のハーバーランド

から出航するディナークルーズを行い，3回の昼食には神戸市花鳥園を用いた。また参加者は神戸市

内ホテルに宿泊し，交通手段としてポートライナーを活用したため，地域の活性化に貢献した。 
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４．各界・メディア等で活躍している教員・卒業生  

 

◆現職教員 

 

【応用化学専攻化学工学講座 松山秀人教授】   

同人がセンター長を務める神戸大学先端膜工学センターは，兵庫県他６機関とともに文部科学省・

経済産業省・農林水産省による平成 24(2012)年度「地域イノベーション戦略推進地域」の選定を受け，

同センターの膜技術などを軸に水資源確保，大気環境保全などによる省エネで安全・安心な都市イン

フラの実現を目指している。今後，世界的な水資源の枯渇が心配される中で多くのメディアに取り上

げられている。 

 

【応用化学専攻化学工学講座 近藤昭彦教授】 

同人がセンター長を務める統合バイオリファイナリーセンターは，植物系バイオマス・廃棄物系バ

イオマスを資源として利用し，バイオリファイナリーの統合研究拠点化を目指している。化石資源の

枯渇や地球温暖化の環境問題などに伴い，再生可能な資源であるバイオマスの有効利用が求められる

中，多くのメディアに取り上げられている。 

 

【電気電子工学専攻電子情報講座 塚本昌彦教授】 

コンピュータを常時装着するウェアラブルコンピューティング，超小型のコンピュータを世界中に

あまねく存在させいつでもどこでもコンピュータの支援を受けるユビキタスコンピューティングを中

心に，次世代のコンピュータのあり方を研究し，各種メディアに取り上げられている。 

 

【電気電子工学専攻電子情報講座 森井昌克教授】 

ネットワーク社会にとって，マルウェアやボットと呼ばれるコンピュータウィルスや「なりすまし」

やウィルスによるコンピュータの遠隔操作は大きな脅威となっており，これらを検出，駆除すること

は非常に大きな課題である。コンピュータウィルスを自動的に解析する方法を提案し，その方法を用

いた解析システムの開発研究の第一人者として，NICT(情報通信研究機構)と国家プロジェクトである

共同研究を行っており，NHK はじめ多くのマスメディアにも取り上げられている。 

 

【市民工学専攻環境共生工学講座 芥川真一教授】 

  工事現場の安全管理，インフラの効果的維持管理，自然災害に備えたモニタリングなどにおいて，計

測したデータをその場で可視化する方法論「On-Site Visualization」を提唱し，国内外でその実用性

が実証されている．特に，JICA 支援のプロジェクトとしてインドのニューデリー(2010)，バンガロー

ル（2011），インドネシアのジャカルタ（2015）における都市交通（地下鉄）の工事現場においてこ

の方法論が適用され，現地からも高い評価を得ている．また，ジャカルタで実施したプロジェクトは

本学修了生である阿部玲子氏がプロジェクトマネージャーを務め，その奮闘ぶりが On-Site 

Visualization のプロジェクトとともに NHK の「プロフェッショナル 仕事の流儀」で放映され好評を
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得た．また，土木学会が学会設立 100 周年を記念して出版した「行動する技術者たち －行動と思考

の軌跡－ （創立 100 周年記念出版）」において，55 名の技術者が紹介されたが，OSV を産官学の連携

で推進する芥川教授もそのうちの一人として取り上げられた．また平成 28 年 6 月 1日には NHK 総合チ

ャンネル「おはよう日本」で OSV の内容が放映された（日本）． 

 

【建築学専攻空間デザイン講座 遠藤秀平教授】 

 ・兵庫県景観審議会委員 平成 23(2011)年 11 月～現在 

 ・防災映像パブリックサービス事理 一般社団法人防災映像パブリックサービス 

 ・＜TV＞NHK World 「J-Architect・遠藤秀平特集」2013 

 ・＜TV＞BS11 ASJ  建築新人戦 2012（審査委員長）2012 

 ・＜TV＞BS11 ASJ  建築家のアスリート遠藤秀平編 2010 

 

【建築学専攻空間デザイン講座 末包伸吾教授】 

・小野市都市計画審議会委員 平成 12(2000)年 4 月〜現在，同副会長 平成 25(2013)〜現在 

・神戸市大規模小売店舗立地審議会委員 平成 13(2001)年 1 月〜現在 

・高砂市建築審査会副会長 平成 16(2004)年 4 月〜現在 

・芦屋市都市景観審議会特別委員 平成 19(2007)年 10 月〜現在 

・神戸市都市景観審議会委員 平成 20(2008)年 4 月〜現在 

・加古川市建築審査会会長 平成 21 年(2009)年 4 月〜現在 

・明石市都市景観アドバイス会議座長 平成 24 年(2012)年 6 月〜現在 

・尼崎市開発審査会委員 平成 25 年（2013）年 7月〜現在 

・神戸市神戸の都心の「未来の姿」検討委員会委員 平成 26(2014)年 3 月〜現在 

・茨木市建築審査会副会長 平成 26（2014）年 4月〜現在 

 

【建築学専攻空間デザイン講座 三輪康一教授】 

・伊丹市都市景観審議会委員  平成 10(1998)年 4 月～現在（会長） 

・三田市建築審査会委員    平成 11(1999)年 4 月～現在 

・三田市都市計画審議会委員  平成 16(2004)年 4 月～現在 

・兵庫県都市計画審議会委員  平成 17(2005)年 10 月～現在 

・兵庫県住宅審議会委員    平成 18(2006)年 4 月～現在 

・尼崎市都市美審議会委員   平成 18(2006)年 4 月～現在（会長） 

・芦屋市都市景観審議会委員  平成 18(2006)年 11 月～現在（会長） 

・神戸市都市景観審議会委員  平成 19(2007)年 12 月～現在（会長） 

・神戸市都市計画審議会委員  平成 20(2008)年 4 月～現在 

・神戸市建築審査会委員    平成 20(2008)年 4 月～現在（会長） 

・加古川市都市計画審議会委員 平成 22(2010)年 4 月～現在 

・朝来市都市計画審議会委員  平成 24(2012)年 1 月～現在（会長） 

・兵庫県景観審議会委員    平成 25(2012)年 11 月～現在（広告物部会長） 
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・いきいき下町推進協議会会長 平成 26(2014)年 7 月～現在 

・明石市都市計画審議会委員  平成 27(2015)年～現在 

・神戸市文化財保護審議会委員 平成 27(2015)年 7 月～現在（伝建部会長） 

・兵庫県建築士会理事 

 

【建築学専攻空間デザイン講座 多賀謙蔵教授】 

 ・国土交通省 近畿地方整備局 近畿地方整備局工事成績評定審査委員会委員 平成 25 年～現在 

 ・独立行政法人国立文化財機構京都国立博物館 旧本館耐震性能に関する小委員会委員 平成 23 年～

現在 

 ・一般社団法人日本鋼構造協会 津波避難ビル設計マニュアル作成小委員会委員長 平成 23 年～平成

26 年 

 ・一般財団法人日本建築総合試験所 建築構造性能評価委員会常任委員 平成 23 年～現在 

 ・     同          既存建築物耐震診断等判定委員会委員 平成 23 年～現在 

 ・和歌山県建築士事務所協会 耐震診断判定委員会委員 平成 26 年～現在 

・一般社団法人日本鋼構造協会 メカニカルファスニング技術小委員会委員長 平成 28 年～現在 

 

【建築学専攻空間デザイン講座 栗山尚子助教】 

 ・三田市景観審議会委員 平成 21(2009)年 8 月～平成 27（2015）年 3月 

 ・伊丹市都市景観審議会委員 平成 22(2010)年 4 月～現在 

 ・加古川市都市計画審議会委員 平成 24(2012)年 4 月～現在 

 ・川西市都市計画審議会委員 平成 24(2012)年 4 月～現在 

 ・西宮市都市景観・屋外広告物審議会委員 平成 24(2012)年 7 月～現在 

 ・明石市都市景観審議会委員 平成 24(2012)年 8 月～現在 

 ・川西市都市景観形成審議会委員 平成 25(2013)年 5 月～現在 

 ・芦屋市都市景観審議会委員 平成 26 年（2014）年 11 月～現在 

 ・日本建築学会都市計画本委員会 委員 

・日本建築学会持続再生景観小委員会 委員 

 

【建築学専攻建築計画・建築史講座 黒田龍二教授】 

 ・文化庁史跡等における歴史的建造物等の復元の取扱いに関する専門委員会委員 平成 24（2012 年）

年 9月～現在 

・兵庫県文化財保護審議会委員 平成 7（1995）年 7月～現在 

 ・神戸市文化財保護審議会委員 平成 25（2013）年 7月～現在 

 ・西宮市文化財保護審議会委員 平成 21（2009）年 10 月～現在 

 ・赤穂市文化財保護審議会委員 平成 20（2008）年 11 月～現在 

 ・伊丹市文化財保護審議会委員 平成 13（2001）年 4月～現在 

・丹波市文化財保護審議会委員 平成 24（2012 年）年 3月～現在  

 ・奈良県立橿原考古学研究所特別指導研究員 平成 25（2013）年 4月～現在 
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 ・兵庫県立歴史博物館資料審査会委員 平成 11（1999）年 4月～現在 

 ・三重県立斎宮歴史博物館研究員 平成 21（2009）年 10 月～現在 

 ・備前市閑谷学校世界遺産登録検討専門委員 平成 25（2013）年 4月～現在 

 ・藍住町勝瑞城館跡調査整備検討委員会専門委員 平成 25（2013）年 4月～現在 

 

【建築学専攻建築計画・建築史講座 山崎寿一教授】 

 ・神戸市人と自然との共生ゾーン審議会委員 平成 20(2008)年 11 月～平成 24(2012)6 月 

 ・農村建築 編集委員長 平成 6(1994)年度～現在 

 ・尼崎自然の森協会 顧問 

 

【建築学専攻建築計画・建築史講座 近藤民代准教授】 

 ・被災地学生交流による岩手県大槌町復興まちづくり支援（平成 25 年度 東北大学等との連携による

震災復興支援・災害科学研究推進活動サポート経費、 直接経費 1、000、000 円） 

 ・広域巨大災害における住宅復興に関する研究実績により、下記の関西圏における防災に関連する委 

  員を務めている。特に大阪府耐震改修促進計画審議会では、耐震化率の新たな目標設定のあり方に   

  対して助言を行い、それに対する他府県からの問い合わせや照会が続いている。全国で行われてい 

  る耐震改修促進計画の見直しの方針に大きな影響を発揮したといえる。 

 ・奈良県防災会議委員（平成 25 年～現在） 

 ・滋賀県防災会議委員（平成 25 年～現在） 

 ・関西広域防災計画策定委員会委員（平成 25 年～平成 27 年 3 月） 

 ・大阪府防災会議専門委員（平成 24 年～平成 26 年 3 月） 

 ・大阪府耐震改修促進計画審議会委員（平成 27 年～現在）： 

 ・神戸市の建築物耐震改修促進に関する有識者会議（平成 27 年～現在） 

 ・兵庫県防災会議専門委員（平成 27 年～） 

 ・奈良県総合治水対策推進委員会委員（平成 27 年） 

 

【建築学専攻建築計画・建築史講座 中江研准教授】 

・芦屋市文化財保護審議会委員 平成 24(2012)年〜現在 

・川西市都市景観形成審議会委員 平成 25(2013)年〜現在 

・尼崎市都市美審議会委員 平成 27(2015)年〜現在 

 

【建築学専攻構造工学講座 藤谷秀雄教授】 

 ・日本建築学会理事 平成 26 年～平成 28 年度 

 ・日本建築学会構造委員会振動運営委員会建物の振動制御性能評価小委員会主査 平成 26 年～28 年度 

 ・一般財団法人日本建築総合試験所 建築構造性能評価委員会委員 平成 16 年～現在 

 ・     同          既存建築物耐震診断等判定委員会委員 平成 18 年～現在 

 ・公益社団法人兵庫県建築士会 耐震判定委員会委員長 平成 26 年～現在 

 ・兵庫県西宮市建築審査会委員 平成 26 年～現在 
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【建築学専攻構造工学講座 向井洋一准教授】 

 ・奈良県建築士審査会委員 平成 22 年～現在 

 ・豊岡市歴史的建築物保存活用専門委員会委員 平成 29 年～現在 

 ・日本建築学会構造委員会応用力学運営委員会衝突・衝撃問題小委員会委員 平成 18 年～20 年 

 ・日本建築学会構造委員会応用力学運営委員会耐衝撃性能の評価小委員会委員 平成 20 年～24 年 

 ・ 同 耐衝撃設計ガイドライン作成ＷＧ幹事 平成 21 年～24 年 

 ・日本建築学会構造委員会応用力学運営委員会耐衝撃性能の評価小委員会委員 平成 24 年～28 年 

 ・ 同 建築物の耐衝撃設計ガイドライン準備ＷＧ主査 平成 24 年～26 年 

 ・ 同 耐衝撃設計法活用検討ＷＧ主査 平成 26 年～28 年 

 ・日本建築学会構造委員会応用力学運営委員会衝撃低減対策小委員会主査 平成 28 年～現在 

 ・日本建築学会構造委員会応用力学運営委員会委員 平成 28 年～現在 

 ・日本建築学会近畿支部常議員 平成 28 年～現在 

 ・日本建築学会近畿支部木造部会主査 平成 27 年～現在 

 ・ISO/TC98/SC3/WG4 国内委員会委員 平成 28 年～現在 

 

【建築学専攻環境工学講座 阪上公博教授】 

・国際音響学雑誌"Applied Acoustics" 副編集長 平成 22(2010)年度 

 

【建築学専攻環境工学講座 鈴木広隆准教授】 

・日本図学会副会長 (平成 25 年～) 

・International Society for Geometry and Graphics, Director for regions(平成 21 年～) 

・大阪市立東高等学校 SSH(スーパーサイエンスハイスクール)運営指導委員(平成 23 年～)  

・The 2013 Asian Forum on Graphic Science, Organizing Committee Vice Director(平成 25 年) 

・神戸・リガ姉妹都市提携 40 周年記念の行事の一環として開催されたリガ紹介展(平成 26 年)で、 「神

戸ポートタワー形行灯の製作ワークショップ」を実施し、神戸新聞に取り上げられた。 

 

【建築学専攻環境工学講座 高田暁准教授】 

・日本建築学会の若手奨励特別研究委員会（全国の若手研究者 14 名より構成される）の委員長を務め、

「次世代型温熱快適域」についての研究をまとめた（平成 23-24 年度） 

・日本建築学会の環境基準「建物の湿害の診断と対策に関するに規準・同解説」の出版委員会の委員

長を務め、同基準を出版した（平成 24 年度） 

・学際的な英文学術雑誌の編集委員長を務めている（Journal of Human-Environment System）（平成

22 年度より副編集委員長、平成 24 年度より編集委員長） 

・英文学術雑誌の編集委員を務めている（Journal of Building Physics）（平成 25 年度より） 

・国内学会の和文誌編集委員を 3件務めている（人間－生活環境系学会和文誌平成 22-23 年度、日本

生気象学会雑誌平成 17 年度より、熱物性誌平成 25 年度より） 
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・学際的な国内学会「人間－生活環境系学会」の年次大会の大会長を務め、神戸大学において大会を

開催した（平成 25 年 11 月） 

・建物の湿害に関する国際規格を作成するための ISO/TC163 と ISO/TC205 のジョイントワーキンググ

ループ（TC205/JWG11）のコンビーナ（議長）を務めている（平成 28 年 10 月より 

 

【建築学専攻持続的住環境創成(積水ハウス)寄附講座 福岡孝則准教授】 

 ・国際ランドスケープ・アーキテクト連盟日本支部 常任理事(International Federation of Landsc

ape Architects) 

 ・日本建築学会雨水活用技術基準策定小委員会 委員 

・日本建築学会水環境委員会 委員（平成 27 年度〜） 

・日本建築学会編集委員会 委員（平成 26 年度〜27 年度） 

 ・日本建築学会雨水活用推進小委員会 幹事 （平成 27 年度〜） 

 ・日本建築学会選択可能な市街地環境整備とインナーコミュニティまちづくり小委員会 委員  

（平成 27 年度〜） 

 ・日本造園学会編集委員会 委員（平成 26 年度〜） 

・国土交通省国土政策局 人口減少時代における新たな国土利用管理に関する検討会 委員（平成 27 

 年〜平成 28 年 3 月） 

・編著「海外で建築を仕事にする２ 都市・ランドスケープ編」（学芸出版社）を平成 27 年度に刊行 

 

【市民工学専攻人間安全工学講座 喜多秀行教授】 

喜多秀行が提唱している“「サービス」と「負担」の「組合せ」を「地域住民が選択する」”とい

う考え方に立った地域公共交通計画の方法論の有用性が評価され，国土交通大学校における担当者研

修プログラムに取り入れられるとともに，運輸局，運輸支局，自治体，関連協会等における研修セミ

ナーで，現在策定がすすめられている「公共交通総合連携計画」の雛形として広く活用され，本計画

法に沿った公共交通総合連携計画を策定する自治体が増えつつある． 

 

・国土交通省活性化・再生総合事業の評価に関する委員会委員 

・国土交通省 地域公共交通活性化・再生の推進方策に関する委員会委員長 

・国土交通省 新技術・システム検討委員会委員長 

・国土交通省 地域公共交通計画評価のあり方委員会委員長 

・大阪府地方港湾審議会委員 平成 22(2010)年 9 月～平成 24(2012)年 3 月 

・神戸市大規模小売店舗等立地審議会委員 平成 23(2011)年 1 月～現在 

 

【市民工学専攻人間安全工学講座 藤田一郎教授】 

・兵庫県洪水予測システム検討会会長 平成 22(2010)年 10 月～平成 23(2011)年 10 月 

・神戸市都市計画審議会委員 平成 24(2012)年 4 月～現在 

・神戸市公園緑地審議会委員 平成 23(2011)年 4 月～現在 

・土木学会水理実験解説書改訂小委員会委員長 平成 25(2013)年 4 月～現在 
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・中播磨（市川流域圏）地域総合治水推進協議会会長 平成 25(2013)年 7 月～現在 

・兵庫県公共事業等審査会委員 平成 26(2014)年 4 月～現在 

 

【市民工学専攻人間安全工学講座 澁谷 啓教授】 

・国際地盤工学会(ISSMGE)技術委員会TC 101委員  平成6(1994)年 9月〜現在(Secretary: 1994-2008,  

  Vice Chair:2009-2013) 

・神戸市都市景観審議会委員 平成 19(2007)年 12 月～平成 21(2009)年 11 月 

・神戸市都市計画審議会委員 平成 20(2008)年 4 月～平成 24 年 3 月 

・奈良市南部土地改良清美事業防災及び環境保全対策委員会の委員 平成 22(2010)年 6 月～現在 

・ひょうごエコタウン推進会の委員 平成 20(2008)年 6 月～現在 

・公益社団法人地盤工学会論文報告集(Soils and Foundations) 編集委員長 平成 20(2008)年 5 月〜

平成 23(2011)年 5 月 

・近畿地方整備局入札監視委員会の委員 平成 22(2010)年 4 月～現在 

・一般財団法人建設工学研究所 所員及び研究員(現在理事，何れも非常勤) 平成 16(2004)年 3 月～

現在 

・姫路市産業廃棄物処理施設諮問委員会の委員 平成 23(2011)年 6 月～現在 

・宅地耐震化技術検討委員会の委員 平成 24(2012)年 5 月～現在 

・独立行政法人日本学術振興会 特別研究員等審査会専門委員及び国際事業委員会書面審査員 平成

25(2013)年 8 月～現在 

 

【市民工学専攻人間安全工学講座 鍬田泰子准教授】 

・国土交通省 国土審議会水資源開発分科会淀川部会専門委員 平成 28(2016)年 12 月～現在 

・厚生労働省 水道事業基盤強化方策検討会構成員 平成 27(2015)年 9 月～同年 12 月 

・経済産業省 産業構造審議会臨時委員 平成 27(2015)年 6 月～現在 

・兵庫県 防災会議委員       平成 25(2013)年 3 月～現在 

・神戸市 防災会議委員       平成 25(2013)年 6 月～現在 

・神戸市上下水道事業審議会委員    平成 21(2009)年 2 月～現在 

・宝塚市上下水道審議会委員     平成27(2015)年10月～現在 

・兵庫県 防災会議専門委員     平成27(2015)年11月～現在 

・大阪府防災会議専門委員       平成 24(2012)年 9 月～平成 26(2014)年 3 月 

・大阪広域水道企業団経営・事業等評価委員会委員 平成 27(2015)年 7 月～現在 

・地域安全学会 理事        平成 26(2014)年 4 月～平成 28(2016)年 3 月 

 

【市民工学専攻環境共生工学講座 森川英典教授】 

・神戸市都市景観審議会委員（現在副会長） 平成 22(2010)年～現在 

・神戸市都市景観審議会副会長 平成 22(2010)年～平成 25(2013)年 

・神戸市都市景観審議会委員 平成 25(2013)年～現在 

・明石市都市景観審議会副会長 平成 22(2010)年～現在 
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・養父市大規模事業評価委員会副委員長 平成 18(2006)年～現在 

・日本材料学会理事 平成 23(2011)年～平成 26(2014)年 

・日本コンクリート工学会理事 平成 27(2015)年～現在 

 

【市民工学専攻環境共生工学講座 小池淳司教授】 

・国土交通省社会資本整備審議会道路分科会中国地方小委員会委員 平成 23(2011)年 12 月～現在 

・鳥取県大規模小売店舗立地審議会委員  

 ・神戸市競争入札監視委員会委員長 

 

【市民工学専攻人間安全工学講座 井料隆雅教授】 

 ・神戸市交通局，神戸市交通事業審議会委員 

 ・京阪神都市圏交通計画協議会，交通関連ビックデータ活用検討会委員（座長） 

 ・阪神高速道路株式会社，交通技術委員会幹事 

 ・ISAC member of the International Symposium on Dynamic Traffic Assignment 

・Associate Editor, Transportmetrica B: Transport Dynamics 

 

【市民工学専攻環境共生工学講座 内山雄介准教授】 

・土木学会 教育企画・人材育成委員会 大学・大学院教育小委員会委員 平成 23（2011）年 7月〜

平成 25（2013）年 8月 

・国際ジャーナル「Ocean Modelling」（Elsevier 発行）編集委員 平成 25（2013）年 9月〜現在 

・土木学会 福島第一原子力発電所汚染水への対応に関する検討委員会・原発汚染水拡散 WG 委員 平

成 25（2013）年 12 月〜平成 26（2014）年 3月 

・国際ジャーナル「Coastal Engineering Journal」（World Scientidic 発行）editor・編集委員 平   

  成 26（2014）年 4月〜現在 

・土木学会 海岸工学委員会論文集編集小委員会 委員 平成 26（2014）年 11 月〜現在 

・土木学会 土木学会論文集 B1・B2・B3 分冊合同編集小委員会・委員（英文兼任） 平   

  成 27（2015）年 6月〜現在 

 

【市民工学専攻環境共生工学講座 片岡沙都紀助教】 

・ひょうごエコタウン推進研究会 委員 平成 25 年 7 月～現在 

・地盤工学会 男女共同参画・ダイバーシティに関する委員会 委員長 平成 29（2017）年 6月〜現在 

 

【電気電子工学専攻電子物理講座 喜多隆教授】 

・光物性研究会組織委員長 平成 26(2014)～ 現在 

・2015 年 International Conference on Solid State Device and Materials 論文副委員長 

・Electronic Materials Symposium 論文委員長 平成 25(2013)年～平成 27(2015) 

・公益社団法人応用物理学会理事 平成 23(2011)～平成 24(2012) 

・2013 年 Compound Semiconductor Week 現地実行委員長 
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・2012 年 17th International Conference on Molecular Beam Epitaxy 現地実行委員長 

・2009 年 EP2DS-18/MSS-14 現地実行委員長 

 

【電気電子工学専攻電子物理講座 小川真人教授】 

・OHM 大学テキストシリーズ 編集委員会委員(H23～) 

・国際会議 SISPAD2014 Audit 

 

【電気電子工学専攻電子物理講座 北村雅季教授】 

・Applied Physics Express/Japanese Journal of Applied Physics, Editorial Board Member 2013.4

～現在 

・薄膜材料デバイス研究会 第 13 回研究集会 実行委員長 

 

【電気電子工学専攻電子情報講座 沼昌宏教授】 

・IEICE Trans. on Fundamentals of Electronics, Communications and Computer Sciences, Special 

Section on VLSI Design and CAD Algorithms, Dec. 2012, Guest Editor 

・The 17th Workshop on Synthesis And System Integration of Mixed Information technologies (SASIMI 

2012), Technical Program Chair 

・The 18th Workshop on Synthesis And System Integration of Mixed Information technologies (SASIMI 

2013), General Chair 

・IEEE Circuits and Systems Society, Kansai Chapter, Chair, 2013-2014 

 

【電気電子工学専攻電子情報講座 小澤誠一教授】 

・International Neural Network Society (INNS), Vice-President for Public Relations, Governing 

Board Member, 2017.1～現在 

・Asia Pacific Neural Network Society (APNNS), Vice-President for Finance, Governing Board Member, 

2016.12～現在 

・日本神経回路学会, 理事(国際担当) 2013.3～2017.2、副会長 2015.3～2017.2, 特任理事(国際担当) 

2017.3～現在 

・システム制御情報学会 理事(編集) 2017.6～現在 

・システム制御情報学会 編集副委員長 2017.6～現在 

・IEEE Trans. on Cybernetics, Associate Editor, 2017.1～現在 

・Evolving Systems (Springer), Editorial Board Member, 2009.9～現在 

・Pattern Analysis and Applications (Springer), Associate Editor, 2012.7～現在 

・INNS International Conference on Big Data and Deep Learning 2018, General Chair 

・Multi-disciplinary International Workshop on Artificial Intelligence 2017, Publicity Chair 

・International Conference on Neural Network Processings 2017, Advisary Board Member  

・システム制御情報学会 理事(学術情報) 2014.6～2016.5 

・システム制御情報学会 理事(講演会) 2012.6～2014.5 
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・IEEE Trans. on Neural Networks and Learning Systems, Associate Editor 2010.1～2016.12 

・The Asia Pacific Neural Network Assembly(APNNA), Governing Board Member, 2013.11～2016.11 

・International Conference on Neural Network Processings 2016, General Co-Chair  

・IEEE World Congress on Computational Intelligence 2014, Special Session Co-Chair 

・International Conference on Neural Network Processings 2013, Special Session Co-Chair  

 

【機械工学専攻熱流体講座 冨山明男教授】 

・日本混相流学会副会長 平成 22(2010)年 7 月～平成 24(2012)年 7 月 

・International Journal of Multiphase Flow， Associate Editor 

・Multiphase Science and Technology， Associate Editor  

・International Journal of Heat and Fluid Flow, Editorial Board Member 

・Journal of Computational Multiphase Flows, Editorial Board Member  

  ・Virtual International Research Institute of Two-Phase Flow and heat Transfer, Vice-Chair 

 

【機械工学専攻熱流体講座 山根隆志教授】 

・ライフサポート学会副会長，平成 24(2012)年度；同理事～現在 

・ISO/TC150/SC2（心血管埋込機器・体外循環機器）国内委員長，平成 24(2012)年度～現在 

・日本機械学会バイオエンジニアリング部門部門長，平成 25(2013)年度 

・神戸医療産業都市推進協議会・医療機器等事業化促進プラットフォーム委員会委員，平成 25(2013)

～平成 28(2016)年度 

・International Society for Rotary Blood Pumps, Treasurer 平成 25(2013)年度～現在 

・日本人工臓器学会理事・委員会委員長 平成 25(2013) ～平成 27(2015)年度 

・レギュラトリーサイエンス学会運営委員，平成 25(2013)年度～現在 

・日本機械学会関西支部・広報幹事長，平成 26(2014)年度 

・（独）医薬品医療機器総合機構・科学委員会委員，平成 26(2014)年度～現在 

・日本定常流ポンプ研究会代表幹事，平成 28(2016)年度～現在 

 

【機械工学専攻材料物理講座 中井善一教授】 

・日本材料学会副会長 平成 23(2011)年 5 月～現在   

・日本材料学会編集委員長 平成 17(2005)年 6 月～平成 19(2007)年 5 月 

・日本機械学会論文編修部会長 平成 21(2009)年 4 月～平成 23(2011)年 3 月 

・International Conference on Advanced Technology in Experimental Mechanics 2011 (ATEM’11), 

Chairman 2011 年 9 月 

 

【機械工学専攻設計生産講座 白瀬敬一教授】 

・（社）日本航空宇宙学会 関西支部 支部長（平成 23 年度） 

・（社）日本機械学会 生産加工･工作機械部門 第 1企画委員会 委員長（平成 24，25 年度） 

・（社）日本機械学会 生産加工･工作機械部門 総務委員会 委員長（平成 28 年度） 
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・（社）日本機械学会 生産加工･工作機械部門 副部門長（平成 29 年度） 

・（社）日本機械学会 生産加工･工作機械部門 部門長（平成 30 年度） 

・  SME 東京支部ジャーナル編集委員会 委員長（平成 24，25，26，27 年度） 

・（社）精密工学会 代議員（平成 23，24，25，26，27，28，29 年度） 

・（社）精密工学会 関西支部 副支部長（平成 28 年度） 

・（社）精密工学会 関西支部 支部長（平成 29 年度） 

・（社）自動車技術会 生産加工部門委員会 委員長（平成 28，29 年度） 

・（社）型技術協会 理事（平成 23，24，25，26，27，28，29 年度） 

 

【機械工学専攻設計生産講座 横小路 泰義教授】 

・政府・東京電力中長期対策会議 研究開発推進本部遠隔技術タスクフォース委員  

・ＮＥＤＯ「災害対応無人化システム研究開発プロジェクト」推進・標準化委員会委員  

・平成２３年度補助事業／発電用原子炉等事故対応関連技術開発技術カタログ活用に関する外部専門 

  委員会委員  

・対災害ロボティクス・タスクフォースメンバー  

・日本ロボット学会原子力震災関連記録作成委員会 

・計測自動制御学会システムインテグレーション部門学術講演会 2013 実行委員長 

・国際レスキューシステム研究機構理事 

・システム制御情報学会理事／会誌副編集委員長 

 

【機械工学専攻設計生産講座 田浦俊春教授】 

・First International Conference on Design Creativity(ICDC2010) General Chair 2010 年 

・International Journal of Design Creativity and Innovation, Editors in chief 

・The Design Society, の Advisory Board 委員（理事），Fellow 

 

【機械工学専攻設計生産講座 安達和彦准教授】 

・ISO/TC108/SC2（振動・衝撃の測定と評価）国内委員会委員（07-）（ISO/TC108 投票権有り） 

 

【機械工学専攻設計生産講座 佐藤隆太准教授】 

・精密工学会事業部会統括幹事（2012 年度） 

・精密工学会アフィリエイト委員会委員長（2013 年度） 

・文部科学省科学技術・学術政策研究所科学技術動向研究センター科学技術専門調査員  

 2013 年 7 月～ 

・日本工作機械工業会 ISO230-1 翻訳 WG 委員 2012 年 12 月～ 

・日本工作機械工業会 ISO/TR16907 対応 WG 委員 2012 年 10 月～ 

・日本工作機械工業会加工システム研究開発機構工作精度試験方法通則専門委員会委員 2015 年 7 月～ 

・日本工作機械工業会技術委員会標準化部会機械規格専門委員会マシニングセンタ分科会委員 2015 年

11 月～ 
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・日本機械学会 生産加工･工作機械部門 総務委員会幹事（2016，2017 年度） 

・日本工作機械工業会技術委員会標準化部会機械規格専門委員会通則分科会 工作機械のプロービング

システムの試験方法 JIS 原案作成委員会委員 2017 年 1 月～ 

・精密工学会超精密位置決め専門委員会メカニズムと制御小委員会委員長 2017 年 4 月～ 

 

【機械工学専攻熱流体講座 浅野等准教授】 

・日本冷凍空調学会 理事 平成 29(2017)年 5 月～現在 

・Bulletin of the JSME, Mechanical Engineering Journal, Editor in Chief 

   平成 25 年(2013)年 9 月～現在 

・Bulletin of the JSME, Mechanical Engineering Reviews, Associate Editor 

平成 25 年(2013)年 9 月～現在 

・International Center of Heat and Mass Transfer, Scientific Counsil 

 平成 29 年(2017)年 1 月～現在 

・日本冷凍空調学会 年次大会 2016 実行委員長 

・学術誌 Interfacial Phenomena and Heat Transfer, Guest Editor 

・国際会議 International Conference on Power Engineering 2015, Executive Comittee, Co-chair 

 

【機械工学専攻 阪上隆英教授】 

・日本材料学会破壊力学部門委員会 委員長 2013～ 

・日本赤外線サーモグラフィ協会 会長 2010～ 

 

【応用化学専攻物質化学講座 西野 孝教授】 

 ・兵庫県工業技術センター技術参与 平成 24(2012)年 4 月～現在 

 ・日本接着学会副会長 平成 24(2012)年 6 月～平成 28 (2016)年 6 月 

 ・高分子関西支部長 平成 28 (2016)年 5 月～現在 

 

◆名誉教授 

 

【元建築学専攻環境工学講座教授 森本政之氏】 

 ・一般社団法人日本建築学会 理事（近畿支部長）平成 21(2009)年～現在 

・一般社団法人日本音響学会 副会長 平成 11(1999)年～平成 13(1999)年）， 

会長   平成 19(2007)年～平成 21(2009)年 

・国際音響学雑誌 "Applied Acoustics" 副編集長 平成 17(2005)年～平成 22(2010)年 

Vice President of the Western Pacific Commission for Acoustics 平成 15(2003)年～ 

 

【元市民工学専攻人間安全工学講座 川谷 充郎】 

・土木学会副会長 平成 24(2012)年～平成 26(2014)年 
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【市民工学専攻環境共生工学講座 道奥康治教授】 

・日本学術会議連携会員 

・兵庫県公共事業等審査会委員  平成 20(2008)年 4 月～平成 26(2014)年 3 月 

・兵庫県河川審議会委員     平成 20(2008)年 3 月～平成 26(2014)年 3 月 

・神戸市上下水道事業審議会委員 平成 21(2009)年 1 月～平成 26(2014)年 3 月 

 

【元電気電子工学専攻電子物理講座 林真至氏】 

・ナノ学会副会長 平成 20(2008)年 5 月～ 平成 24(2012)年 6 月 

 

【元応用化学専攻物質化学講座教授 大久保 政芳氏】 

 ・公益社団法人高分子学会副会長 平成 20(2008)年 5 月～ 平成 22(2010)年 5 月 

 

【元応用化学専攻物質科学講座教授（工業化学科卒業生(1969)）出来成人氏】 

・公益社団法人電気化学会副会長 平成 17(2005)年～平成 19(2007)年 

 

◆卒業生 

 

【建築学科卒業生(1926) 宮野 守氏 】 阪急不動産株式会社元社長 

【建築学科卒業生(1934) 新井辰一氏 】 株式会社新井組元社長 

【建築学科卒業生(1941) 氷室紳三郎氏 】 大成建設株式会社元副社長 

【建築学科卒業生(1947) 西村量夫氏 】 株式会社明和工務店元社長 

【建築学科卒業生(1948) 石野重則氏 】 元西脇市長 

【建築学科卒業生(1948) 岡本行善氏 】 株式会社昭和設計元社長 

【建築学科卒業生(1945) 重成隼男氏 】 三菱電線工業株式会社元社長 

【建築学科卒業生(1950) 黒田公三氏 】 株式会社黒田建築設計事務所元社長 

【建築学科卒業生(1954) 大西孝夫氏 】 株式会社日建設計元副社長 

【建築学科卒業生(1954) 嶋田勝次氏 】 井植文化賞(1979)，神戸市文化賞(1995)受賞 

【建築学科卒業生(1955) 福井 實氏 】 株式会社日建設計元副社長 

【建築学科卒業生(1957) 清水 実氏 】 株式会社竹中工務店元副社長 

【建築学科卒業生(1957) 田畑 弘氏 】 株式会社日建設計元副社長 

【建築学科卒業生(1960) 外海睦弘氏 】 株式会社竹中工務店元副社長 

【建築学科卒業生(1962) 狩野忠正氏 】 元株式会社竹中工務店設計部長。神戸大学元教授，百年記念

館，六甲ホールの設計等顕著な業績，吉田五十八賞受賞(1981)。 

【建築学科卒業生(1962) 森元淳平氏 】 株式会社大林組元常務取締役 

【建築学科卒業生(1969) 瀬戸本 淳氏 】株式会社瀬戸本淳建築研究室社長 

【環境計画学科卒業生(1983 年）山平 恵子氏 】サンヨーホームズ株式会社社長 

【電気工学科卒業生(1935) 岸本辰雄氏 】株式会社ダイヘン元社長 

【電気工学科卒業生(1935) 黒井 久氏 】クロイ電機株式会社元社長 
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【電気工学科卒業生(1948) 河合隼雄氏 】元文化庁長官 紫綬褒章(1995)，NHK 放送文化賞(1996)， 朝日

賞(1998)受賞，文化功労者顕彰(2000)。 

【電気工学科卒業生(1949) 原井 行彦氏 】関西テレビ放送株式会社元副社長 

【電気工学科卒業生(1953) 平田 毅氏 】三菱電機株式会社元副社長 

【電気工学科卒業生(1955) 萩野浩史氏 】博新車両工業株式会社元社長 

【電気工学科卒業生(1955) 中馬幸男氏 】池田電機株式会社元専務取締役 

【電気工学科卒業生(1955) 田中 宏氏 】株式会社テレビ長崎元常務取締役 

【電気工学科卒業生(1956) 國友 茂氏 】古野電気株式会社元会長 

【電気工学科卒業生(1956) 小池 博氏 】松下電工株式会社元常務取締役 

【電気工学科卒業生(1964) 北浦弘美氏 】関西テレビ放送株式会社元取締役， 

株式会社テレビ宮崎元副社長 

【電気工学科卒業生(1965) 松浦敏朗氏 】クロイ電機株式会社元社長 

【電気工学科卒業生(1966) 河原伸吉氏 】アイテック阪急阪神株式会社元社長 

【電気工学科卒業生(1966)，電気工学専攻修了生(1968) 佐川眞人氏 】 

現インターメタリックス株式会社最高技術顧問 

電気自動車のモータや，ハードディスク，携帯電話のモータなどに多用されており，現存する永

久磁石のうちで最も強力な磁石であるネオジム磁石の発明により，平成 24(2012）年日本国際賞，

平成 18(2006)年 加藤記念賞，平成 15（2003）年本田記念賞，平成 10(1998)Acta Mettalurgica J. 

Herbert Holloman Award 他多くの受賞。 

【電気工学科卒業生(1967) 宮田慶一氏 】シャープ株式会社元副社長 

【電気工学科卒業生(1972) 横山洋一 氏 】松下電工株式会社元常務取締役 

【電気工学科卒業生(1974) 藤井 滋 氏 】富士通株式会社経営執行役常務 

【機械工学科卒業生(1928) 上西圭治氏 】株式会社大氣社元会長 

【機械工学科卒業生(1930) 藤高六助氏 】神港精機株式会社元社長 

【機械工学科卒業生(1930) 大森基一氏 】神鋼鋼線工業株式会社元社長 

【機械工学科卒業生(1937) 片岡勝太郎氏 】アルプス電気株式会社元会長 

【機械工学科卒業生(1943) 米田稲次郎氏 】極東開発工業株式会社元社長 

【機械工学科卒業生(1944) 田中和鶴海氏 】株式会社光陽社元会長 

【機械工学科卒業生(1941) 杉谷正廣氏 】ダイハツ工業株式会社元専務取締役 

【機械工学科卒業生(1945) 島 一雄氏 】アタカ工業株式会社元常務取締役 

【機械工学科卒業生(1945) 藤井静光氏 】株式会社大氣社元副社長 

【機械工学科卒業生(1947) 小松 新氏 】日新電機株式会社元社長 

【機械工学科卒業生(1948) 岡田進裕氏 】元明石市長 

【機械工学科卒業生(1951) 芳中 実氏 】松下電子部品株式会社元社長 

【機械工学科卒業生(1947) 木野親之氏 】元松下電送株式会社社長 株式会社 NTT データ顧問 

【機械工学科卒業生(1948) 谷井 昭雄氏 】パナソニック株式会社（旧松下電器産業）第 4 代社長(昭和

61(1986)年-平成 5(2003)年)，現パナソニック株式会社特別

顧問 
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【機械工学科卒業生(1948) 馬舟祐一氏 】三ツ星ベルト株式会社元常務取締役 

【機械工学科卒業生(1934) 宮脇繁雄氏 】株式会社神戸製鋼所元常務取締役 

【機械工学科卒業生(1953) 佐原晴夫氏 】フジテック株式会社元副社長 

【機械工学科卒業生(1954) 宇野 正氏 】川崎重工業株式会社元専務取締役 

【機械工学科卒業生(1957) 滝澤清喬氏 】三菱自動車工業株式会社元副社長 

【機械工学科卒業生(1957) 山登英臣氏 】住友大阪セメント株式会社元社長 

【機械工学科卒業生(1960) 峰野 保氏 】新明和工業株式会社元専務取締役 

【機械工学科卒業生(1961) 東 謙介氏 】三菱重工業株式会社神戸造船所元所長 

【機械工学科卒業生(1961) 永島忠男氏 】住友電装株式会社元常務取締役 

【機械工学科卒業生(1963) 加集慎二氏 】株式会社神戸製鋼所元取締役 

【機械工学科卒業生(1964) 陰山照男氏 】株式会社 NTT ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ元社長 

【機械工学科卒業生(1964) 野村稔郎氏 】株式会社タクマ元社長 

【機械工学科卒業生(1966) 阿部康男氏 】MMC ｺﾍﾞﾙｺﾂｰﾙ株式会社元取締役 

【機械工学科卒業生(1966) 土井隆雄氏 】大阪機工株式会社元社長 

【機械工学科卒業生(1966) 萩野道義氏 】本田技研工業株式会社元専務取締役 

【機械工学科卒業生(1966) 清野八洲一氏 】松下電工株式会社元専務取締役 

【機械工学科卒業生(1967) 山中栄輔氏 】JFE シビル株式会社元社長 

【機械工学科卒業生(1969) 大橋忠晴氏 】川崎重工業株式会社元社長（現会長） 

【機械工学科卒業生(1970) 高橋久雄氏 】住友ゴム工業株式会社元副社長 

【機械工学科卒業生(1976) 中瀬古広三郎氏 】住友ゴム工業株式会社元常務執行役員 

【機械工学科卒業生(1973) 中村 均氏 】東陶機器株式会社元常務取締役 

【土木工学科卒業生(1945) 笹山 幸俊氏 】元神戸市長 

【土木工学科卒業生(1953) 後藤 隆氏 】共和設計株式会社元社長 

【土木工学科卒業生(1957) 松下 勉氏 】元伊丹市長 

【土木工学科卒業生(1965) 松下 綽宏氏 】元神戸市助役 

【土木工学科卒業生(1967) 本下  稔氏 】協和設計株式会社元社長 

【土木工学科卒業生(1969) 宝角正明氏 】高田機工株式会社代表取締役社長（平成 20(2008)年-） 

【土木工学科卒業生(1969) 則久 芳行氏 】三井住友建設株式会社代表取締役社長 

【土木工学科卒業生(1974) 鴻池一季氏 】株式会社鴻池組元社長 

【土木工学科卒業生(1975) 田中篤夫氏 】エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社代表取締役社長 

【土木工学科卒業生(1977) 土井元治氏 】株式会社道路計画代表取締役社長 

【土木工学科卒業生(1978) 小田秀樹氏 】復建調査設計株式会社代表取締役社長 

【土木工学科卒業生(1979) 古味敏行氏 】大日本コンサルタント株式会社 取締役 

【土木工学科卒業生(1980) 上門一裕氏 】山陽電気鉄道株式会社 代表取締役社長(平成 23(2011)年-平成

24(2012)年) 

【土木工学科卒業生(1981) 植村冬樹氏 】株式会社かんこう 代表取締役社長 

【土木工学科卒業生(1982) 坂下清信氏 】日本橋梁株式会社 代表取締役社長 

【土木工学科卒業生(1982) 梶宏人氏 】株式会社横河ブリッジ 取締役 
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【土木工学科卒業生(1982) 齊藤功氏 】株式会社横河住金ブリッジ 取締役 

【土木工学科卒業生(1985) 末吉利教氏 】近畿日本鉄道株式会社 代表取締役社長 

【工業化学科卒業生(1955) 水嶋國夫氏 】ダイキン工業株式会社元取締役 

【工業化学科卒業生(1955) 小笠原哲太氏 】株式会社ノーリツ元常務取締役 

【工業化学科卒業生(1955) 渡部 宏氏 】株式会社東亜鐵工所元取締役 

【工業化学科卒業生(1955) 坂井幸蔵氏 】坂井化学工業株式会社元社長 

【工業化学科卒業生(1956) 堀 豊氏 】日東電工株式会社元取締役技術管理部長を経て監査役 

【工業化学科卒業生(1976) 仙田貞雄氏 】三井金属鉱業株式会社 現代表取締役社長兼最高執行責任者 

【工業化学科卒業生(1980) 宮崎 德之氏 】FDK トワイセル株式会社前社長（現・FDK 取締役）  

【工業化学科卒業生(1985) 田所 幹朗氏 】FDK トワイセル株式会社部長  

旧・三洋電機トワイセル株式会社在職中に民生用ニッケル水素電池開発に従事し，現・パナソニ

ックブランドで販売中の充電式電池「エネループ」を開発，現在 FDK にて製造に従事。 

【工業化学科卒業生(1973) 中谷謙助氏 】一般社団法人電池工業会専務理事（旧・三洋電機ソフトエナ

ジー事業本部長） 

【工業化学科卒業生(1974) 福本隆洋氏 】住友ゴム工業株式会社 常務執行役員ハイブリッド事業本部長 

旧・ＳＲＩハイブリッド代表取締役社長 

【工業化学科卒業生(1975) 谷上嘉規氏 】日本山村硝子株式会社専務取締役 

【工業化学科卒業生(1976) 塚田正樹氏 】大日本印刷株式会社常務取締役 

【工業化学科卒業生(1978) 勝田善春氏 】日立マクセル株式会社 代表取締役 取締役社長 

【工業化学科卒業生(1978) 中村吉伸氏 】大阪工業大学工学部教授 

【工業化学科卒業生(1979) 近藤純子氏 】東洋炭素株式会社代表取締役会長 

【工業化学科卒業生(1983) 畑 克彦氏 】バンドー化学株式会社執行役員 

【工業化学科卒業生(1987) 宮田隆志氏 】関西大学工学部教授，独立行政法人科学技術振興機構さきが

け研究員(平成 14(2002)年～平成 22(2010)年) 

【工業化学科卒業生(1992) 赤松謙祐氏 】甲南大学フロンティアサイエンス学部教授，独立行政法人科

学技術振興機構さきがけ研究員 

【応用化学科卒業生(1998) 藤井秀司氏 】大阪工業大学工学部教授 

【計測工学科卒業生(1969) 明致親吾氏 】オムロン株式会社元副社長 

【計測工学科卒業生(1975) 河渕健司氏 】株式会社 TAIYO 現代表取締役社長 

【計測工学科卒業生(1979) 廣部俊彦氏 】シャープ株式会社取締役 

【計測工学科卒業生(1979) 金丸恭文氏 】フューチャーシステムコンサルティング株式会社社長 

【計測工学科卒業生(1979) 澤本尚志氏 】東日本旅客鉄道株式会社現常務取締役 

【化学工学科卒業生(1976) 梅川明彦氏 】大陽日酸株式会社元常務取締役 

【化学工学科卒業生(1978)  西久保愼一氏 】株式会社ゼロ（現スカイマーク）社長 (平成 15(2003)年-

平成 27(2015)年) 

【システム工学科卒業生(1976) 谷 和義氏 】バンドー化学株式会社社長 

【システム工学科卒業生(1977) 福井 資氏 】株式会社ライオン事務器元社長 

【システム工学科卒業生(1983) 山元賢治氏 】元アップルジャパン株式会社代表取締役社長 


